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苓北町第８期介護保険事業計画及び高齢者福祉計画の策定にあたって 

 

 

 平成１２年４月から始まった介護保険制度は、高齢化が一段とすすむなか、介護を

必要とする方を社会全体で支えていく仕組みとして定着をしてきました。 

 苓北町は、「安心して住める町」「いきいきと暮らせる町」「ふるさとと呼べる町」

を目標に、高齢者の保健福祉や介護保険事業の取り組みを進めて参りました。また、

平成１８年度には苓北町地域包括支援センターを設置し、高齢者をはじめ地域の皆様

方が安心して生活できるように、取り組みに力を入れてきたところです。 

 様々な取組みにもかかわらず、少子高齢化と人口減少はさらに進行し、令和３年２

月末における人口は６，９３７人、６５歳以上の占める割合（高齢化率）は４２．４

９％となり、その割合は年々高くなってきています。 

 今後もこの傾向は強まっていくものと考えられますが、高齢者を含む町民の皆様方

が、これまで住み慣れてきた地域で、できるだけ住み続けることができるよう、地域

にある様々な社会資源を組み合わせ、必要な場合には開発活用することにより、それ

を可能にしていくことが求められています。 

 このようなことで本計画は、これまでの計画をさらに進めた「地域包括ケアシステ

ム」の更なる深化に向けて様々な取り組みを推進することとしています。 

 また、介護サービスを必要とされる方が、適正なサービスを受けることができるよ

う提供体制を整備していくとともに、高齢者の自立や健康づくりの推進、認知症高齢

者に対する支援体制などについても触れさせていただきました。 

 本計画の策定にあたりましては、ご審議いただきました苓北町介護保険運営協議会

等関係機関の皆様方に、ご指導やご協力を賜りましたことを厚く感謝申し上げますと

ともに、町民の皆様方のなお一層のご理解とご協力をお願い致しまして、本計画策定

にあたってのごあいさつとさせていただきます。 

 

 

令和３年３月 

 

苓北町長 田 嶋 章 二 
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第１章 計画の策定にあたって 

 

１ 計画策定の趣旨 

わが国の高齢化は今後も進展することが予想され、令和 7 年（2025 年）には日本経済を担

ってきたいわゆる「団塊の世代」の方々がすべて 75 歳以上（後期高齢者）に、令和 22 年

（2040 年）には 85 歳以上の高齢者が 1,000 万人を超えると見込まれています。 

要介護者を社会全体で支える新たな仕組みとして平成 12 年 4 月に導入された介護保険制

度は、予防重視型への転換や地域包括支援センターの設置、介護と医療の連携、保険給付の

見直しなど改正が行われてきましたが、厚労省の調査によれば、令和 7 年には介護給付費が

総額 21 兆円程度、介護保険料は平均で月額 8,200 円ほどになると見込まれており、介護保

険制度の持続可能性を確保することが課題となっています。 

こうした中、高齢者ができる限り住み慣れた地域でその能力に応じ、自立した日常生活を

営むことを可能としていくためには、限りある社会資源を効率的かつ効果的に活用しながら、

医療、介護、介護予防、住まい及び自立へ向けた生活への支援が包括的に確保される「地域

包括ケアシステム」を本町の実情に応じて、更なる深化・推進していくことが重要となりま

す。 

また、令和 3 年度から令和 5 年度を計画期間とする第８期計画においては、団塊世代が 75

歳以上となる令和 7 年（2025 年）、更には団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる令和 22 年

（2040 年）を見据えた計画の策定や、近年の災害発生状況や新型コロナウイルス感染症の流

行を踏まえた体制の整備などが求められています。 

本町においても、第７期計画（平成 30 年度～令和 2 年度）において、「ともに支え合い、

誰もが安心して暮らせるまち 住み慣れた地域で健康でいきいきと生活できる町」を基本理

念とし、高齢者福祉と介護保険事業のさらなる充実に取り組んできました。 

これまでの取り組みを引き継ぎつつ、子ども・高齢者・障がい者などすべての人が地域に

暮らし、生きがいを共に創り、高め合うことができる「地域共生社会」の実現に向け、「苓北

町第８期介護保険事業計画及び高齢者福祉計画」（以下「本計画」という。）を策定します。 

 

  



3 

２ 計画の位置づけ・計画期間 

（１）法的根拠と位置づけ 

本計画は、本町における高齢者全体の保健・医療・福祉の施策全般について定めた計画と

して、老人福祉法に定められた「市町村老人福祉計画」と介護保険法に定められた「市町村

介護保険事業計画」を一体とした「苓北町介護保険事業計画及び高齢者福祉計画」として策

定するものです。 

「老人福祉計画」については、名称を「高齢者福祉計画」とし、その内容において介護保

険事業計画を包含するもので、基本的な政策目標を設定するとともに、その実現に向かって

取り組むべき施策全般に関する内容を定めるものです。 

「介護保険事業計画」については、地域における要介護者等の人数やサービス量を勘案し

て、介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み、当該見込み量の確保のための方策等

の介護サービス基盤の整備に関する内容を定めるものです。 

 

 

 

 

市町村は、老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業(以下「老人福祉事業」とい

う。)の供給体制の確保に関する計画(以下「市町村老人福祉計画」という。)を定めるものと

する。 

 

 

 

市町村は、基本指針に即して、3 年を 1 期とする当該市町村が行う介護保険事業に係る保

険給付の円滑な実施に関する計画(以下「市町村介護保険事業計画」という。)を定めるもの

とする。 

 

  

介護保険法（第 117 条第１項） 

老人福祉法（第 20条の８第１項） 
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（２）他の計画等との関係 

本計画は、高齢者に関する施策全般について定めた総合的計画として、本町の特性を踏ま

えるとともに、上位計画である｢苓北町振興計画『ふるさと苓北未来プラン』｣と整合性を図

りつつ策定するものです。 

また、「苓北町地域福祉計画」をはじめ、「苓北町障がい者計画」「苓北町障がい福祉計画・

障がい児福祉計画」等の関連計画と関係性を保持するものです。 

さらに、「長寿・安心・くまもとプラン（熊本県高齢者福祉計画・介護保険事業支援計画）」

「熊本県保健医療計画」等とも整合を図りつつ作成するものです。 
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（３）計画期間 

本計画の期間は、令和３年度（2021 年度）から令和５年度（2023 年度）の３年間としま

す。 

なお本計画は、団塊の世代が後期高齢者となる令和７年（2025 年）、さらに現役世代が急

減する令和 22 年（2040 年）の双方を見据えた中長期的な視点を持つものですが、法制度の

改正や社会情勢等の状況に応じて随時見直し、改善を図るものとします。 

 

 

３ 日常生活圏域の設定 

（１）日常生活圏域とは（国の考え） 

市町村は、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、介護給付等対象サービスを

提供するための施設整備の状況、その他の条件を総合的に勘案して、各市町村の高齢化のピ

ーク時までに目指すべき地域包括ケアシステムを構築する区域を念頭において、中学校区単

位等、地域の実情に応じた日常生活圏域を定めることとされています。 

 

（２）本町の日常生活圏域の設定 

地理的条件、人口、交通、その他の社会的条件、施設の整備の状況などを総合的に勘案し、

第７期計画に引き続いて町全体を１つの圏域とします。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

第８期計画 
R３～R５ 

第９期計画

R６～R８ 

団塊世代が７５歳以上に 
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４ 計画策定体制及び進行管理 

（１）策定体制 

本計画の策定にあたり、保健・医療・介護・福祉関係者のほか、地域関係者、学識経験者

で構成される「苓北町介護保険運営協議会」において、計画素案の検討、協議を行いました。 

また、計画の策定にあたっては、庁内の関係課等と協議を行い、計画の検討を行いました。 

 

（２）高齢者福祉に関するアンケート調査（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

地域における要介護状態となる前の高齢者のリスクや社会参加状況等を把握し、計画策定

の基礎資料とするため、高齢者福祉に関するアンケート調査（以下「介護予防・日常生活圏

域ニーズ調査」という。）を行いました。 

 

調査対象 
本町に住所を有する 65 歳以上の者で、要介護認定（要介護１～要介護

５）を受けていないもの 

調査方法 郵送による配布・回収 

調査期間 令和 2 年 2 月 

回収結果 配布数：1,000 件、有効回収数：944 件 （有効回収率：94.4％） 
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（３）進行管理 

本計画の進行状況を管理するため、「苓北町介護保険運営協議会」において、高齢者福祉事

業・介護保険事業の各事業の進捗状況を把握・整理し、ＰＤＣＡサイクルを活用した、計画

の点検・評価に努めます。 

また、次年度以降の計画推進及び施策内容の改善につなげるため、課題の抽出や優先順位

等の検討を行い、効果的かつ継続的な計画の推進を図ります。 
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５ 本計画策定に向けた介護保険制度改正のポイント 

介護保険事業計画は、令和 7 年（2025 年）を見据え、これまで取り組んできた地域包括ケ

アシステムの深化・推進のため、自立支援・重度化防止に向けた取組や医療・介護の連携を

推進していくものとして、地域共生社会の実現を柱とする制度改正が行われました。 

 

 

 

 
※出典：厚生労働省「令和２年（2020年）介護保険法改正（地域共生社会の実現のための社会福祉法等

の一部を改正する法律）」 

 

  

１．地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制 

  の構築の支援（社会福祉法、介護保険法） 

２．地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進 

  （介護保険法・老人福祉法） 

３．医療・介護のデータ基盤の整備の推進（介護保険法 他） 

４．介護人材確保及び業務効率化の取組の強化（介護保険法、老人福祉法 他） 

５．社会福祉連携推進法人制度の創設（社会福祉法） 

 



9 

 

 

 

 
※出典：厚生労働省「令和２年（2020年）介護保険法改正（地域共生社会の実現のための社会福祉法等

の一部を改正する法律）」 
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※出典：厚生労働省「令和２年（2020年）介護保険法改正（地域共生社会の実現のための社会福祉法等

の一部を改正する法律）」 
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※出典：厚生労働省「令和２年（2020年）介護保険法改正（地域共生社会の実現のための社会福祉法等

の一部を改正する法律）」 
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第２章 本町を取り巻く高齢者の現状 
 

１ 人口及び世帯の構造及び推移と将来推計 

（１）人口ピラミッド 

本町の人口を年齢階層別に見ると、65～69 歳が多くなっています。 

今後 5 年間で、さらに高齢化が進む、75 歳以上の高齢者が増加することが見込まれます。 

 

■人口ピラミッド（令和 2 年 1 月 1 日現在） 

 

資料：住民基本台帳 
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88 

96 

148 
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250 

288 

341 
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203 

188 
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050100150200250300350400
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（２）人口と高齢化率の推移と推計 

令和 2 年における本町の総人口は 7,013 人となっており、平成 28 年と比較すると 593 人

減少しています。また、今後の人口推計では、人口は減少を続け、令和 22 年には 4,000 人

近くになる推計です。 

一方、高齢化率は増加を続けており、令和 22 年には高齢化率が 50％を超えることが見込

まれます。 

 

■年齢４区分別人口及び高齢化率の推移 

 

出典：苓北町統計（平成 28 年～令和 2 年、各年 9 月 30 日）、独自推計（令和 3 年～令和 22 年） 

※令和 3 年以降は、平成 28 年～令和 2 年の苓北町統計の推移を基に、コーホート変化率法を用いて独自に算出。 

 

本町では、高齢化による「医療と介護の両方を必要とする人の増加」や「認知症高

齢者の増加」、「担い手不足」など、高齢化の進展が著しい市町村ならではの課題がで

てきています。また、核家族化や町外・県外への人口流出が進むと、地域のつながり

も希薄化していく傾向にあります。 

 

 

 

  

2,268 2,147 2,081 1,992 1,906 1,849 1,769 1,704 1,570 1,304 1,086 910

2,497
2,443 2,330 2,276 2,195 2,118 2,061 1,994

1,880

1,610

1,370
1,092

1,179 1,173

1,248 1,251
1,293 1,327

1,317
1,289

1,205

965

772

714

1,662 
1,676 1,639

1,628 1,619 1,590 1,589 1,598

1,637
1,677

1,605

1,454

7,606
7,439

7,298
7,147 7,013 6,884

6,736
6,585

6,292

5,556

4,833

4,170
37.4% 38.3%

39.6% 40.3%

41.5%
42.4% 43.1%

43.8%
45.2%

47.6%
49.2%

52.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

平成28年

(2016年)

平成29年

(2017年)

平成30年

(2018年)

令和元年

(2019年)

令和2年

(2020年)

令和3年

(2021年)

令和4年

(2022年)

令和5年

(2023年)

令和7年

(2025年)

令和12年

(2030年)

令和17年

(2035年)

令和22年

(2040年)

40歳未満 40～64歳 65～74歳 75歳以上 高齢化率

(人)

実績値 推計値



15 

【高齢者数の推計（前期・後期高齢者数別）】 

 

出典：地域包括ケア「見える化」システム（令和２年 12 月 14 日取得） 

 

 

（３）世帯の状況 

高齢者の世帯の状況では、「高齢者を含む世帯の割合」、「高齢独居世帯の割合」、「高齢夫婦

世帯の割合」のそれぞれにおいて、国・県の割合を上回っています。 

 

【高齢者を含む世帯の割合】 

 

出典：地域包括ケア「見える化」システム（令和２年 12 月 14 日取得） 
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【高齢独居世帯の割合】 

 

出典：地域包括ケア「見える化」システム（令和２年 12 月 14 日取得） 

 

【高齢夫婦世帯の割合】 

 

出典：地域包括ケア「見える化」システム（令和２年 12 月 14 日取得） 
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２ 要支援・要介護認定者数の推移と推計 

認定者の推移では、平成 25 年の 449 人から、平成 28 年を除いては、緩やかに増加してお

り、令和 2 年は 509 人となっています。 

認定率の推移では、平成 25 年の 16.0％から、若干増加し、令和 2 年は 17.0％となってい

ます。 

 

■要介護認定者数の推移 

 

出典：地域包括ケア「見える化」システム（令和２年 12 月 14 日取得） 

 

■認定率（要介護度別） 

 

出典：地域包括ケア「見える化」システム（令和２年 12 月 14 日取得） 

  

67 53 52 53 61 67 60 60 61

57
58 64 59

73 68 75 68 67

0
0 0 0

0 0 0 0 0

82
84 85 94

104 98 104 101 107

68 78 87 77

78 78
89 90 94

47 61
68

52

46 55
63 65 5879

79
70

81
74 75

62 80 7949
46

51
45

45 47
47 46 43

449 459
477

461
481 488

500 510 509

0

100

200

300

400

500

600

平成25年

3月末

平成26年

3月末

平成27年

3月末

平成28年

3月末

平成29年

3月末

平成30年

3月末

令和元年

3月末

令和2年

3月末

時点

令和2年

9月末

時点

要支援１ 要支援２ 経過的要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（注目する地域）苓北町

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元,2年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）

2.4 1.9 1.9 1.9 2.2 2.3 2.1 2.1

2.0 2.1 2.3 2.2 2.6 2.3 2.6 2.4

2.9 3.0 3.1 3.4
3.5 3.4 3.6 3.4

2.4 2.8 3.1 2.7
2.7 2.7 3.0 2.9

1.7 2.2
2.5 1.9

1.6 1.8
2.1 2.1

2.8 2.8
2.5

2.8 2.4 2.5
2.0 2.6

1.7 1.6
1.8 1.6 1.5 1.6 1.6 1.5

16.0 16.3 
17.2 

16.5 16.5 16.7 17.0 17.0 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

平成25年

3月末

平成26年

3月末

平成27年

3月末

平成28年

3月末

平成29年

3月末

平成30年

3月末

令和元年

3月末

令和2年

3月末

時点

要支援1 要支援2 経過的要介護 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

（注目する地域）苓北町

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」

(%)



18 

３ 介護給付費等の地域分析 

（１）認定率 

重度認定率と軽度認定率の分布では、重度認定率では、国及び県より低くなっており、県

内他市町村との比較でも低位となっています。軽度認定率でも、国及び県より低くなってい

ます。 

 

【重度認定率と軽度認定率の分布】 

 

出典：地域包括ケア「見える化」システム（令和２年 12 月 14 日取得） 
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の参加を促し、自立支援を目指す必要があることから、生活支援コーディネーター

等による地域の支え合いの体制づくりが求められています。 
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調整済み認定率：認定率の大小に大きな影響を及ぼす、「第 1 号被保険者の性・年齢別人口構

成」の影響を除外した認定率のこと。 
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（２）介護サービスの状況 

施設サービスの受給率では、国・県及び県内の他市町村と比較して高い水準にあります。 

在宅系サービスでは、国・県及び県内の他市町村と比較して低い水準にあります。 

居住系サービスでは、県よりも高い水準ですが、全国と比較すると低い水準にあります。 

【施設サービスの受給率（要介護度別）】 

 

出典：地域包括ケア「見える化」システム（令和２年 12 月 14 日取得） 

 

【在宅系サービスの受給率（要介護度別）】 

 

出典：地域包括ケア「見える化」システム（令和２年 12 月 14 日取得） 
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【施設サービス】 

・介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）・介護老人保健施設・介護療養型医療施設・介護医療院 

【在宅サービス】 

・訪問介護・訪問入浴介護・訪問看護・訪問リハビリテーション・居宅療養管理指導・通所介護 

・通所リハビリテーション・短期入所生活介護・短期入所療養介護・福祉用具貸与・特定福祉用具販売 

・住宅改修・居宅介護支援 
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【居住系サービスの受給率（要介護度別）】 

 

出典：地域包括ケア「見える化」システム（令和２年 12 月 14 日取得） 

 

 

在宅生活において介護が必要とならないような介護予防の取組に効果がある

ことが考えられます。 
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（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元,2,2年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）

(%)

【居住系サービス】 

・特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム） 

・認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム） 
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受給者 1 人当たりの給付月額では、在宅及び居住系サービス、在宅サービスともに国・県

及び県内の他市町村と比較して低い水準にあります。 

 

【在宅及び居住系サービスの受給者 1 人当たり給付月額（要介護度別）】 

 

出典：地域包括ケア「見える化」システム（令和２年 12 月 14 日取得） 

 

【在宅サービスの受給者 1 人当たり給付月額（要介護度別）】 

 

出典：地域包括ケア「見える化」システム（令和２年 12 月 14 日取得） 

 

給付費の上昇については、介護度が上がることに伴う複数のサービス利用、

利用回数の増加などが考えられるためケアプランの点検など介護給付費の適正

化への取り組みが必要となっています。 
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施設サービスにおける要支援・要介護者 1 人当たり定員（各施設サービスの定員／認定者

数）では、国・県より高い水準にあります。居住系サービスでは、全国より低い水準にあり

ますが、県とほぼ同程度の水準です。通所系サービスでは、全国より高い水準にありますが、

県と比較すると低い水準にあります。 

 

【要支援・要介護者１人当たり定員（施設サービス別）】 

 

出典：地域包括ケア「見える化」システム（令和２年 12 月 14 日取得） 

 

【要支援・要介護者１人当たり定員（居住系サービス別）】 

 

出典：地域包括ケア「見える化」システム（令和２年 12 月 14 日取得） 
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【要支援・要介護者１人当たり定員（通所系サービス別）】 

 

出典：地域包括ケア「見える化」システム（令和２年 12 月 14 日取得） 
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受給者 1 人当たりの利用日数・回数では、訪問介護サービスにおいては国・県との比較で

は低い水準にあります。通所介護サービスにおいては、全国との比較では高い水準にありま

すが、県との比較では低い水準にあります。 

 

【受給者１人当たり利用日数・回数（訪問介護）】 

 

出典：地域包括ケア「見える化」システム（令和２年 12 月 14 日取得） 

 

【受給者１人当たり利用日数・回数（通所介護）】 

 

出典：地域包括ケア「見える化」システム（令和２年 12 月 14 日取得） 
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４ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果に見る現状と課題 

（１）リスク発生状況 

本町の高齢者の状態を、運動器、低栄養、口腔機能、閉じこもり、認知機能、うつ、転倒

リスクの７項目の生活機能評価をしました。 

各種リスクの該当者は、「うつ」が 34.9％と最も高く、次いで「認知機能」が 34.6％、「転

倒」が 30.1％、「閉じこもり」が 18.6％、「口腔機能」が 18.4％、「運動器」が 17.3％となっ

ています。「低栄養」は 1.6％とリスクの該当者は少なくなっています。 

 

 

 

リスク項目 リスク該当者の出現率の低減に向けた方策や今後の事業展開等の提案 

運動器 

運動器機能の低下が「外出」に影響し、社会参加の機会を減らすことにもつながっ

てくると考えられるため、継続した運動器機能を維持するための対策が必要となりま

す。また、運動器機能が低下している人が参加しやすいよう、交通手段の確保や開催

場所などにも検討が必要となっています。 

低栄養 

一般的に経済的困窮が低栄養傾向のリスクに影響があるといわれています。生活が

苦しい人に対して、総合事業対象者となる前の配食サービスの利用の啓発などターゲ

ットを絞った支援が必要と考えられます。 

食事がしづらいと感じている人（硬い物が食べにくい、歯が少ない、入れ歯を利用）

が低栄養のリスクに影響していると考えられるため、食事がしやすくなるために咀嚼

や嚥下等の口腔機能低下を防止する取組への参加を促す必要があると考えられます。 

口腔機能 

高齢者は、加齢とともに歯が欠損したり、舌の運動機能や咀嚼（そしゃく）能力が

低下したりと、口腔での問題が生じやすくなります。本町においても、口腔機能のリ

スク該当者の割合が高くなっています。 

このため、口腔機能が低下する前から口腔機能や歯の重要性について周知するとと

もに、口腔環境を整える効果的な手法や歯科健診の受診勧奨、訪問歯科の利用につい

ても更なる周知に努める必要があると考えられます。 
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リスク項目 リスク該当者の出現率の低減に向けた方策や今後の事業展開等の提案 

閉じこもり 

閉じこもり傾向のリスク該当者には、趣味・生きがいが思いつかない人や、気分が

沈んだり憂うつな気持ちになる、物事に対して興味がわかない・心から楽しめないと

いった人のリスク該当者の割合が高くなっています。 

閉じこもりの改善を行うには、高齢者が何に興味を持っているのかなどニーズを把

握し、無理なく関係するところへ外出することができるように動機付けていくことが

求められます。 

このためには、自治会長、民生委員・児童委員や様々な関係団体と協力した支援体

制づくりも必要になると考えられます。 

認知機能 

加齢や外出の頻度が少ない、趣味が思いつかない、生きがいが思いつかない人がリ

スクに該当する割合が高くなることによって認知機能低下のリスク該当者となること

がうかがえました。 

認知機能低下のリスク該当者に対して生活習慣病の予防や運動・外出といった支援

とともに、目的や生きがいをもってもらえるように参加しやすいイベントや行事を行

う必要があると考えられます。 

認知症は、少しでも早い段階で治療を始めることができれば、進行を遅らせること

ができると言われています。 

本人の自覚がないが、他人からの指摘はある場合があることからも、認知症に対す

る理解促進を図るとともに、家族や周囲の人が、生活の様子がどこか変だと気づいた

ら、早期に地域包括支援センター等への相談につなげるよう、より一層啓発を進める

ことが必要であると考えられます。 

うつ 

うつ傾向のリスク該当者については、外出頻度が少ない人や趣味・生きがいがない

人のリスク該当の割合が高くなっています。高齢者にはうつになりやすい要因や背景

（配偶者や知人との死別、病気の罹患、経済的不安、加齢、社会的孤立など）が多く

存在し、またお互いが複雑に影響していると言われています。 

まずは、あらゆる機会を通して、うつに対する正しい知識の普及と高齢者の生きが

いや孤立予防に繋がる活動・取組の充実が必要です。また、専門職による基本チェッ

クリストの活用により、一人ひとりに合う支援の検討が必要になると考えられます。 

転倒 

転倒のリスク該当者は、加齢に伴って増加傾向にあります。これは筋力低下や平衡

感覚の低下など加齢変化と疾病による歩行能力の低下によるものだと考えられます。

また、転倒による骨折が、高齢者の生活に与える影響は大きく、閉じこもり、うつ、

認知機能の低下にも繋がることが分かっています。そのため、地域の集い、サロン等

での介護予防の啓発や転倒予防に対する意識を高めることが重要です。また、外出や

地域の集いへの参加の推進など、歩行能力の向上を行う必要があります。 
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（２）介護・介助の必要性 

普段の生活においてどなたかの介護・介助が必要ですかについては、「介護・介助は必要な

い」が 84.5％、「何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない」が 6.6％、「現在、

何らかの介護を受けている」が 4.2％となっています。 

 

 

（３）外出の頻度 

週にどのくらい外出しているかについては、「週５回以上」が 46.2％と最も高く、次いで、

「週２～４回」の 32.9％、「週１回」の 11.5％の順となっています。 

 

  

選択肢 回答数 割合

介護・介助は必要ない 798 84.5%

何らかの介護・介助は必要だが、現在は
受けていない

62 6.6%

現在、何らかの介護を受けている 40 4.2%

無回答 44 4.7%

サンプル数 944 100.0%

84.5%

6.6%

4.2%

4.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単純集計

全体 男性 女性 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85歳以上 単独 夫婦のみ 子と同居 その他 無回答

944 412 532 233 246 181 163 121 148 401 179 178 38

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

798 353 445 214 228 153 127 76 126 353 149 151 19

84.5% 85.7% 83.6% 91.8% 92.7% 84.5% 77.9% 62.8% 85.1% 88.0% 83.2% 84.8% 50.0%

62 28 34 6 7 14 14 21 10 25 13 12 2

6.6% 6.8% 6.4% 2.6% 2.8% 7.7% 8.6% 17.4% 6.8% 6.2% 7.3% 6.7% 5.3%

40 12 28 4 4 4 11 17 4 12 13 11 0

4.2% 2.9% 5.3% 1.7% 1.6% 2.2% 6.7% 14.0% 2.7% 3.0% 7.3% 6.2% 0.0%

44 19 25 9 7 10 11 7 8 11 4 4 17

4.7% 4.6% 4.7% 3.9% 2.8% 5.5% 6.7% 5.8% 5.4% 2.7% 2.2% 2.2% 44.7%

サンプル数

介護・介助は必要ない

何らかの介護・介助は必要だが、現
在は受けていない

性別

現在、何らかの介護を受けている

無回答

年齢 家族構成

選択肢 回答数 割合

ほとんど外出しない 62 6.6%

週１回 109 11.5%

週２～４回 311 32.9%

週５回以上 436 46.2%

無回答 26 2.8%

サンプル数 944 100.0%

ほとんど外出

しない

6.6%

週１回

11.5%

週２～４

回

32.9%

週５回以

上

46.2%

無回答

2.8%

単純集計

全体 男性 女性 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85歳以上 単独 夫婦のみ 子と同居 その他 無回答

944 412 532 233 246 181 163 121 148 401 179 178 38

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

62 27 35 6 10 10 19 17 5 21 14 17 5

6.6% 6.6% 6.6% 2.6% 4.1% 5.5% 11.7% 14.0% 3.4% 5.2% 7.8% 9.6% 13.2%

109 39 70 10 28 25 17 29 19 42 21 23 4

11.5% 9.5% 13.2% 4.3% 11.4% 13.8% 10.4% 24.0% 12.8% 10.5% 11.7% 12.9% 10.5%

311 119 192 69 73 59 64 46 58 128 63 51 11

32.9% 28.9% 36.1% 29.6% 29.7% 32.6% 39.3% 38.0% 39.2% 31.9% 35.2% 28.7% 28.9%

436 217 219 144 128 86 55 23 65 203 75 80 13

46.2% 52.7% 41.2% 61.8% 52.0% 47.5% 33.7% 19.0% 43.9% 50.6% 41.9% 44.9% 34.2%

26 10 16 4 7 1 8 6 1 7 6 7 5

2.8% 2.4% 3.0% 1.7% 2.8% 0.6% 4.9% 5.0% 0.7% 1.7% 3.4% 3.9% 13.2%

性別

サンプル数

無回答

ほとんど外出しない

週１回

週２～４回

週５回以上

年齢 家族構成
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（４）外出の回数 

去年と比べて外出の回数は減っているかについては、「減っていない」が 46.7％と最も高

く、次いで、「あまり減っていない」の 33.4％、「減っている」の 14.8％の順となっています。 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

とても減っている 22 2.3%

減っている 140 14.8%

あまり減っていない 315 33.4%

減っていない 441 46.7%

無回答 26 2.8%

サンプル数 944 100.0%

とても

減ってい

る

2.3%

減ってい

る

14.8%

あまり

減ってい

ない

33.4%

減ってい

ない

46.7%

無回答

2.8%

単純集計

全体 男性 女性 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85歳以上 単独 夫婦のみ 子と同居 その他 無回答

944 412 532 233 246 181 163 121 148 401 179 178 38

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

22 7 15 3 3 3 6 7 3 7 2 6 4

2.3% 1.7% 2.8% 1.3% 1.2% 1.7% 3.7% 5.8% 2.0% 1.7% 1.1% 3.4% 10.5%

140 59 81 20 18 34 31 37 20 54 36 22 8

14.8% 14.3% 15.2% 8.6% 7.3% 18.8% 19.0% 30.6% 13.5% 13.5% 20.1% 12.4% 21.1%

315 121 194 66 83 61 61 44 49 135 65 55 11

33.4% 29.4% 36.5% 28.3% 33.7% 33.7% 37.4% 36.4% 33.1% 33.7% 36.3% 30.9% 28.9%

441 215 226 139 137 81 57 27 76 198 69 88 10

46.7% 52.2% 42.5% 59.7% 55.7% 44.8% 35.0% 22.3% 51.4% 49.4% 38.5% 49.4% 26.3%

26 10 16 5 5 2 8 6 0 7 7 7 5

2.8% 2.4% 3.0% 2.1% 2.0% 1.1% 4.9% 5.0% 0.0% 1.7% 3.9% 3.9% 13.2%

サンプル数

とても減っている

減っている

あまり減っていない

性別

減っていない

無回答

年齢 家族構成



29 

（５）看病してくれる人 

病気で寝込んだ時に看病や世話をしてくれる人については、「配偶者」が 56.9％と最も高

く、次いで、「同居の子ども」の 31.1％、「別居の子ども」の 30.8％の順となっています。 

 

  

選択肢 回答数 割合

配偶者 537 56.9%

同居の子ども 294 31.1%

別居の子ども 291 30.8%

兄弟姉妹・親戚・親・孫 215 22.8%

近隣 39 4.1%

友人 72 7.6%

その他 19 2.0%

そのような人はいない 33 3.5%

無回答 55 5.8%

サンプル数 944

56.9%

31.1%

30.8%

22.8%

4.1%

7.6%

2.0%

3.5%

5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単純集計

全体 男性 女性 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85歳以上 単独 夫婦のみ 子と同居 その他 無回答

944 412 532 233 246 181 163 121 148 401 179 178 38

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

537 305 232 154 178 106 68 31 7 346 89 78 17

56.9% 74.0% 43.6% 66.1% 72.4% 58.6% 41.7% 25.6% 4.7% 86.3% 49.7% 43.8% 44.7%

294 96 198 46 72 51 59 66 7 19 152 94 22

31.1% 23.3% 37.2% 19.7% 29.3% 28.2% 36.2% 54.5% 4.7% 4.7% 84.9% 52.8% 57.9%

291 87 204 71 67 53 57 43 59 130 47 48 7

30.8% 21.1% 38.3% 30.5% 27.2% 29.3% 35.0% 35.5% 39.9% 32.4% 26.3% 27.0% 18.4%

215 79 136 55 53 45 37 25 57 65 39 49 5

22.8% 19.2% 25.6% 23.6% 21.5% 24.9% 22.7% 20.7% 38.5% 16.2% 21.8% 27.5% 13.2%

39 11 28 4 15 10 4 6 11 17 8 3 0

4.1% 2.7% 5.3% 1.7% 6.1% 5.5% 2.5% 5.0% 7.4% 4.2% 4.5% 1.7% 0.0%

72 23 49 15 30 18 4 5 27 22 14 9 0

7.6% 5.6% 9.2% 6.4% 12.2% 9.9% 2.5% 4.1% 18.2% 5.5% 7.8% 5.1% 0.0%

19 10 9 2 4 5 7 1 5 2 2 9 1

2.0% 2.4% 1.7% 0.9% 1.6% 2.8% 4.3% 0.8% 3.4% 0.5% 1.1% 5.1% 2.6%

33 9 24 11 7 11 3 1 21 7 3 2 0

3.5% 2.2% 4.5% 4.7% 2.8% 6.1% 1.8% 0.8% 14.2% 1.7% 1.7% 1.1% 0.0%

55 27 28 13 11 11 10 10 10 23 7 8 7

5.8% 6.6% 5.3% 5.6% 4.5% 6.1% 6.1% 8.3% 6.8% 5.7% 3.9% 4.5% 18.4%

性別

そのような人はいない

無回答

同居の子ども

別居の子ども

兄弟姉妹・親戚・親・孫

近隣

友人

その他

サンプル数

配偶者

年齢 家族構成
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（６）看病してあげる人 

反対に、病気で寝込んだ時に看病や世話をしてあげる人については、「配偶者」が 55.7％

と最も高く、次いで、「兄弟姉妹・親戚・親・孫」の 29.0％、「別居の子ども」の 24.2％の順

となっています。 

 

  

選択肢 回答数 割合

配偶者 526 55.7%

同居の子ども 212 22.5%

別居の子ども 228 24.2%

兄弟姉妹・親戚・親・孫 274 29.0%

近隣 54 5.7%

友人 82 8.7%

その他 15 1.6%

そのような人はいない 96 10.2%

無回答 95 10.1%

サンプル数 944

55.7%

22.5%

24.2%

29.0%

5.7%

8.7%

1.6%

10.2%

10.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単純集計

全体 男性 女性 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85歳以上 単独 夫婦のみ 子と同居 その他 無回答

944 412 532 233 246 181 163 121 148 401 179 178 38

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

526 286 240 143 169 110 66 38 6 335 92 76 17

55.7% 69.4% 45.1% 61.4% 68.7% 60.8% 40.5% 31.4% 4.1% 83.5% 51.4% 42.7% 44.7%

212 72 140 36 65 44 37 30 5 16 108 71 12

22.5% 17.5% 26.3% 15.5% 26.4% 24.3% 22.7% 24.8% 3.4% 4.0% 60.3% 39.9% 31.6%

228 73 155 68 71 41 31 17 41 107 37 38 5

24.2% 17.7% 29.1% 29.2% 28.9% 22.7% 19.0% 14.0% 27.7% 26.7% 20.7% 21.3% 13.2%

274 100 174 83 91 52 31 17 56 99 53 61 5

29.0% 24.3% 32.7% 35.6% 37.0% 28.7% 19.0% 14.0% 37.8% 24.7% 29.6% 34.3% 13.2%

54 17 37 14 16 13 9 2 14 23 11 6 0

5.7% 4.1% 7.0% 6.0% 6.5% 7.2% 5.5% 1.7% 9.5% 5.7% 6.1% 3.4% 0.0%

82 27 55 16 37 20 8 1 22 37 13 9 1

8.7% 6.6% 10.3% 6.9% 15.0% 11.0% 4.9% 0.8% 14.9% 9.2% 7.3% 5.1% 2.6%

15 5 10 4 3 1 6 1 2 2 1 8 2

1.6% 1.2% 1.9% 1.7% 1.2% 0.6% 3.7% 0.8% 1.4% 0.5% 0.6% 4.5% 5.3%

96 34 62 23 10 16 23 24 36 17 23 18 2

10.2% 8.3% 11.7% 9.9% 4.1% 8.8% 14.1% 19.8% 24.3% 4.2% 12.8% 10.1% 5.3%

95 41 54 17 15 17 22 24 22 30 14 18 11

10.1% 10.0% 10.2% 7.3% 6.1% 9.4% 13.5% 19.8% 14.9% 7.5% 7.8% 10.1% 28.9%

配偶者

同居の子ども

別居の子ども

兄弟姉妹・親戚・親・孫

近隣

友人

サンプル数

性別

その他

そのような人はいない

無回答

年齢 家族構成
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（７）健康状態 

現在の健康状態については、「まあよい」が 66.0％と最も高く、次いで、「あまりよくない」

の 16.3％、「とてもよい」の 8.6％の順となっています。 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

とてもよい 81 8.6%

まあよい 623 66.0%

あまりよくない 154 16.3%

よくない 30 3.2%

無回答 56 5.9%

サンプル数 944 100.0%

とてもよ

い

8.6%

まあよい

66.0%

あまりよ

くない

16.3%

よくない

3.2%

無回答

5.9%

単純集計

全体 男性 女性 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85歳以上 単独 夫婦のみ 子と同居 その他 無回答

944 412 532 233 246 181 163 121 148 401 179 178 38

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

81 38 43 28 22 21 6 4 10 38 12 16 5

8.6% 9.2% 8.1% 12.0% 8.9% 11.6% 3.7% 3.3% 6.8% 9.5% 6.7% 9.0% 13.2%

623 258 365 159 170 120 100 74 96 269 114 123 21

66.0% 62.6% 68.6% 68.2% 69.1% 66.3% 61.3% 61.2% 64.9% 67.1% 63.7% 69.1% 55.3%

154 69 85 31 32 24 38 29 30 61 32 26 5

16.3% 16.7% 16.0% 13.3% 13.0% 13.3% 23.3% 24.0% 20.3% 15.2% 17.9% 14.6% 13.2%

30 14 16 6 9 5 5 5 3 9 8 10 0

3.2% 3.4% 3.0% 2.6% 3.7% 2.8% 3.1% 4.1% 2.0% 2.2% 4.5% 5.6% 0.0%

56 33 23 9 13 11 14 9 9 24 13 3 7

5.9% 8.0% 4.3% 3.9% 5.3% 6.1% 8.6% 7.4% 6.1% 6.0% 7.3% 1.7% 18.4%

まあよい

あまりよくない

よくない

サンプル数

とてもよい

性別

無回答

年齢 家族構成
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（８）治療中の病気 

現在治療中もしくは後遺症がある病気については、「高血圧」が 49.7％と最も高く、次い

で、「目の病気」の 17.2％、「糖尿病」の 13.5％の順となっています。 

  

選択肢 回答数 割合

ない 124 13.1%

高血圧 469 49.7%

脳卒中(脳出血･脳梗塞等) 21 2.2%

心臓病 93 9.9%

糖尿病 127 13.5%

高脂血症(脂質異常) 103 10.9%

呼吸器の病気(肺炎や気管支炎等) 51 5.4%

胃腸・肝臓・胆のうの病気 50 5.3%

腎臓・前立腺の病気 85 9.0%

筋骨格の病気(骨粗しょう症、関節症等) 107 11.3%

外傷(転倒・骨折等) 26 2.8%

がん(悪性新生物) 27 2.9%

血液・免疫の病気 5 0.5%

うつ病 9 1.0%

認知症(アルツハイマー病等) 6 0.6%

パーキンソン病 5 0.5%

目の病気 162 17.2%

耳の病気 44 4.7%

その他 97 10.3%

無回答 73 7.7%

サンプル数 944

13.1%

49.7%

2.2%

9.9%

13.5%

10.9%

5.4%

5.3%

9.0%

11.3%

2.8%

2.9%

0.5%

1.0%

0.6%

0.5%

17.2%

4.7%

10.3%

7.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%



33 

５ 第７期計画の総括・評価 

（１）成果目標の達成状況 

①生涯現役社会の実現と自立支援、健康づくりの推進 

■評価指標 

【介護予防・日常生活支援サービス事業】 

  
【第７期・見込み数】 【第７期・実績値】 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

訪問型サービス 40 人 40 人 40 人 46 人 39 人 41 人 

通所型サービス 70 人 70 人 70 人 70 人 58 人 70 人 

介護予防ケアマネジメ

ント 
80 件 80 件 80 件 78 件 62 件 87 件 

※それぞれの網掛けについて、青色は目標達成、赤色は目標未達成を示す。令和２年度の実績値は

見込値（以下、同様）。 

 

【サロン設置数】 

  
【第７期・見込み数】 【第７期・実績値】 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

サロン設置数 14 15 16 19 19 20 

 

【やさしいまちづくり住宅改造助成事業】 

  
【第７期・見込み数】 【第７期・実績値】 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

やさしいまちづくり住

宅改造助成事業 
１件 １件 １件 0 件 0 件 0 件 

 

【家族介護用品支給事業】 

  
【第７期・見込み数】 【第７期・実績値】 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

件数 25 件 25 件 25 件 64 件 63 件 50 件 

実利用者数 5 人 5 人 5 人 8 人 8 人 5 人 
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【家族介護慰労金】 

  
【第７期・見込み数】 【第７期・実績値】 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

件数 1 件 1 件 1 件 1 件 1 件 2 件 

実利用者数 1 人 1 人 1 人 1 人 1 人 2 人 

 

【食の自立支援事業（在宅高齢者給食サービス）】 

  
【第７期・見込み数】 【第７期・実績値】 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

実利用者数 3 人 3 人 3 人 4 人 4 人 5 人 

のべ配食数 600 食 600 食 600 食 458 食 506 食 600 食 

 

【家族介護教室】 

  
【第７期・見込み数】 【第７期・実績値】 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

開催件数 1 件 1 件 1 件 1 件 5 件 4 件 

参加者数 20 人 20 人 20 人 33 人 160 人 96 人 

 

 

②認知症になっても安心して暮らせる体制の構築 

 

■評価指標 

【認知症カフェ】 

  
【第７期・見込み数】 【第７期・実績値】 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

開催回数 20 回 20 回 20 回 21 回 18 回 9 回 

参加のベ人数 200 人 200 人 200 人 286 人 214 人 125 人 

 

【成年後見制度利用支援事業】 

  
【第７期・見込み数】 【第７期・実績値】 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

対応件数 1 件 1 件 1 件 0 件 0 件 1 件 
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③住民の希望、地域の実情に応じた多様な住まい・サービスの整備・活用 

■評価指標 

【地域密着型介護サービス】 

  
【第７期・見込み数】 【第７期・実績値】 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

認知症対応型共同生活

介護 
27 人 27 人 36 人 27 人 27 人 27 人 

看護小規模多機能型居

宅介護 
0 人 12 人 12 人 0 人 0 人 0 人 

介護老人福祉施設入所

者生活介護 
20 人 20 人 20 人 20 人 20 人 20 人 

特定施設入所者介護 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

 

【介護医療院利用定員数】 

  
【第７期・見込み数】 【第７期・実績値】 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

介護医療院 0 人 57 人 57 人 49 人 49 人 49 人 
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④多様な介護人材の確保・定着や介護サービスの質の確保・向上 

■評価指標 

【ケアプラン点検の活用】 

  
【第７期・見込み数】 【第７期・実績値】 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

課題整理総括表を活用し

たケアプラン点検 

【点検率５％以上】 

※点検率＝点検件数／居

宅サービス利用者数 

点検率 

10％ 

点検率 

10％ 

点検率 

10％ 

点検率 

  20％ 

点検率 

  20％ 

点検率 

  20％ 

地域ケア会議等を活用し

た多職種によるケアプラ

ン点検 

【点検月数：１２月】 

点検月数 

12 月 

点検月数 

12 月 

点検月数 

12 月 

点検月数 

  11 月 

点検月数 

  10 月 

点検月数 

  2 月 

高齢者向け住まい入居

者のケアプラン点検 

【点検率：５％】 

点検率 

5％ 

点検率 

5％ 

点検率 

5％ 

点検率 

  5％ 

点検率 

  5％ 

点検率 

  5％ 

 

【医療情報突合及び縦覧点検の活用】 

  
【第７期・見込み数】 【第７期・実績値】 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

医療情報突合の実施 

【点検月数：１２月】 

点検月数 

12 月 

点検月数 

12 月 

点検月数 

12 月 

点検月数 

  12 月 

点検月数 

  12 月 

点検月数 

  12 月 

縦覧点検の実施 

【点検月数：１２月】 

点検月数 

12 月 

点検月数 

12 月 

点検月数 

12 月 

点検月数 

  12 月 

点検月数 

  12 月 

点検月数 

  12 月 

 

【住宅改修の施工前点検】 

  
【第７期・見込み数】 【第７期・実績値】 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

住宅改修の施工前点検 

【点検率：１００％】 

点検率 

100％ 

点検率 

100％ 

点検率 

100％ 

点検率

100％ 

点検率 

100％ 

点検率 

100％ 

建築専門職・リハビリテー

ション専門職による点検 

【点検率：１０％】 

点検率 

10％ 

点検率 

10％ 

点検率 

10％ 

点検率 

  6％ 

点検率 

  10％ 

点検率 

 7％ 
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【制度の周知徹底と相談支援体制の構築】 

  
【第７期・見込み数】 【第７期・実績値】 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

相談件数 380 件 380 件 380 件 395 件 416 件 400 件 

 

【住宅改修費支給事業】 

  
【第７期・見込み数】 【第７期・実績値】 

H30 年度 R1 年度 R2 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

件数 30 件 30 件 30 件 31 件 30 件 39 件 
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（２）各施策の進捗状況 

①評価結果 

前期計画に定めた各施策について、庁内各課による進捗評価を実施しました。 

Ａ評価（順調に推進できている）、Ｂ評価（概ね順調に推進できている）を合計した割合は

89.7％となっています。 

 

施策の方向  Ａ評価  Ｂ評価  Ｃ評価  Ｄ評価  Ｅ評価  合計  

１ 生涯現役社会の実現と自立

支援、健康づくりの推進  

１  

(4.2%) 

２０  

(83.3%) 

３  

(12.5%) 

０  

(0.0%) 

０  

(0.0%) 

２４  

(100.0%) 

２ 認知症になっても安心して

暮らせる体制の構築  

０  

(0.0%) 

８  

(88.9%) 

１  

(11.1%) 

０  

(0.0%) 

０  

(0.0%) 

９  

(100.0%) 

３ 在宅でも安心して暮らせる

ための医療と介護の連携・

在宅医療基盤の充実  

０  

(0.0%) 

８  

(88.9%) 

０  

(0.0%) 

０  

(0.0%) 

１  

(11.1%) 

９  

(100.0%) 

４ 住民の希望、地域の実情に

応じた多様な住まい・サー

ビス基盤の整備・活用  

０  

(0.0%) 

４  

(80.0%) 

０  

(0.0%) 

０  

(0.0%) 

１  

(20.0%) 

５  

(100.0%) 

５ 多様な介護人材の確保・定

着や介護サービスの質の確

保・向上  

２  

(18.2%) 

９  

(81.8%) 

０  

(0.0%) 

０  

(0.0%) 

０  

(0.0%) 

１１  

(100.0%) 

評価合計  
３  

(5.2%) 

４９  

(84.5%) 

４  

(6.9%) 

０  

(0.0%) 

２  

(3.4%) 

５８  

(100.0%) 

※評価の内容：Ａ「順調に推進できている」、Ｂ「概ね順調に推進できている」、 

Ｃ「あまり推進できていない」、Ｄ「推進できていないもしくは実施が困難である」 

       Ｅ「評価不能」 
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②改善等が求められる施策 

各施策の進捗評価について、Ｃ評価（あまり推進できていない）とされた施策は以下のと

おりであり、これらの施策の展開については、推進の方向性等について、検討を行う必要が

あると考えられます。 

※Ｄ評価（推進できていないもしくは実施が困難である）及びＥ評価（評価不能）は除外 

 

施策の方向  取組  

１ 生涯現役社会の実現と自

立支援、健康づくりの推

進  

●高齢者のボランティア活動の充実  

●多様な介護予防・生活支援サービスの充実と開発  

●地域ケア会議の充実  

２ 認知症になっても安心し

て暮らせる体制の構築  

●認知症地域支援推進員と  認知症初期  集中  支援チームの  

連携  

３ 在宅でも安心して暮らせ

るための医療と介護の連

携・在宅医療基盤の充実  

なし  

４ 住民の希望、地域の実情

に応じた多様な住まい・

サービス基盤の整備・活

用  

なし  

５ 多様な介護人材の確保・

定着や介護サービスの質

の確保・向上  

なし  
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第３章 計画の基本的な考え方 
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第３章 計画の基本的な考え方 

 

１ 令和７年（２０２５年）・令和２２年（２０４０年）の目指す高齢者福祉の姿 

 

 

「地域共生社会」とは、社会構造の変化や人々の暮らしの変化を踏まえ、制度・分野

ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な

主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えつながることで、住民一人ひとり

の暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会を目指すものです。（厚生労働省 HP） 

 

わが国では人口減少・少子高齢化や世帯の小規模化、一人ひとりの価値観や生活様式の多

様化など、社会環境の変化により人と人とのつながりが次第に希薄化し、家庭や地域で支え

あう力が弱まりつつあります。そのような中、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯が増

加し、その上、ひきこもりや子育て家庭の孤立、虐待、経済的に困窮している世帯、自殺対

策など新たな課題が表面化しています。 

本町においてもこのような変化に伴い、特に福祉分野においてはニーズの多様化、困りご

との複雑化といった変化が年々進行している状況です。 

また、人口等の推計では、令和 22 年（2040 年）まで人口減少が続く一方、高齢化率は増

加し続け、高齢者数は令和 2 年（2020 年）をピークに減少をする推計となっています。 

このような中、公的なサービスを基本としながら、町民が「支え手側」と「受け手側」に

わかれるのではなく、地域住民や地域の多様な人・団体・機関が「我が事」として誰もが役

割を持ち活躍できる「地域共生社会」の実現が求められています。 

本町では前述したニーズの多様化、困りごとの複雑化に対応していくために、高齢者福祉

については地域包括支援センターが中心となり、各種サービスの提供体制の整備や集いの場

の充実、各種相談支援といった取り組みを推進しています。 

地域包括ケアシステムとは、「高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能

な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、地

域の包括的な支援・サービス提供体制」（厚労省資料）のことです。第６期計画（平成 27 年

～）から本計画の期間では「地域包括ケアシステムの構築・深化・推進」を共通した理念と

して様々な取り組みを実施しており、本計画においても令和 7 年（2025 年）（団塊世代の多

くが後期高齢者となる）を見据えて、地域包括ケアシステムの更なる深化に向けて様々な取

り組みを推進することとしています。 

今後はさらに高齢化が進展していく中、計画の基本理念にある「ともに支え合い、誰もが

安心して暮らせるまち 住み慣れた地域で健康でいきいきと生活できる町」を目指し、希望

と明るさに満ちた令和 22 年（2040 年）を迎えることができるよう、サービス供給体制の整

備、地域コミュニティの発展、問題解決に向けた様々な主体による連携体制の確保を推進し

ます。 
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【地域共生社会のイメージ（厚労省資料）】 

 

 

【地域包括ケアシステムのイメージ（厚労省資料）】 
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２ 基本理念 

 

 

第７期計画期間においては、高齢者が安心して日常生活を過ごせるとともに、それぞれが

尊厳を保ちながら、健康づくりや生きがい活動など多様な社会参加を果たし、自分らしく生

きることができる将来の姿を踏まえたまちづくりの実現を推進してきました。 

 第８期計画期間においては、第７期計画期間に推進してきた取組を更に充実させていくと

ともに、地域包括ケアシステムの深化・推進の考え方を踏まえながら、地域全体で支え合い、

個人の尊厳やその人らしい生き方が尊重され、安心して生活していくことができる地域づく

りを着実に推進していく必要があることから、第７期計画の基本理念「ともに支え合い、誰

もが安心して暮らせるまち」「住み慣れた地域で健康でいきいきと生活できる町」を踏襲する

とともに、６つの基本目標を定め、地域全体で高齢者を支える体制づくりを推進していきま

す。 

 

 

３ 基本目標 

基本理念の実現を目指して以下のとおり、６つの基本目標を定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ともに支え合い、誰もが安心して暮らせるまち 

住み慣れた地域で健康でいきいきと生活できる町 

 基本目標１ 生涯現役社会の実現と自立支援の推進 

 基本目標２ 認知症施策の推進 

 基本目標３ 在宅医療と介護の連携推進 

 基本目標４ 多様な住まい・サービス基盤の整備 

 基本目標５ 介護人材の確保とサービスの質の向上 

 基本目標６ 災害や感染症への対応 
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４ 施策体系 

基本理念 
ともに支え合い、誰もが安心して暮らせるまち 

住み慣れた地域で健康でいきいきと生活できる町 

 

基本目標１ 生涯現役社会の実現と自立支援の推進 

１ 自立支援に向けた介護予防・生活支援サービスの充実 

２ 地域ケア会議の充実 

基本目標２ 認知症施策の推進 

１ 認知症サポーターの養成及び活動活性化 

２ 認知症地域支援推進員の活動と認知症初期集中支援チームの運営・活用の推進 

３ 成年後見制度の利用促進に向けた取り組みの推進 

４ 高齢者虐待防止の体制整備 

基本目標３ 在宅医療と介護の連携推進 

１ 医療と介護をはじめとした多職種連携体制づくり 

２ 地域包括支援センターの人員体制の強化 

３ くまもとメディカルネットワークを活用した医療・介護の連携推進 

基本目標４ 多様な住まい・サービス基盤の整備 

１ 早急な対応が必要な方への対応 

２ 高齢者向け住まいの確保 

３ 高齢者等の移動手段の確保 

基本目標５ 介護人材の確保とサービスの質の向上 

１ 円滑な制度運営のための体制整備 

２ 保険者としての支援体制の充実 

３ 利用者本位のサービス提供の推進 

基本目標６ 災害や感染症への対応 

１ 災害に対する備え 

２ 感染症に対する備え 
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第４章 施策の展開 
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第４章 施策の展開 
 

基本目標１ 生涯現役社会の実現と自立支援の推進 

１ 自立支援に向けた介護予防・生活支援サービスの充実 

高齢者が住み慣れた地域で健やかに生活するためには、健康の保持・増進や介護予防・自

立支援・重症化予防を推進することが重要です。 

また、高齢者の社会参加が図られ、高齢者が地域の担い手としての役割を果たすことは、

地域づくりにおいて重要であるとともに、高齢者の生きがいづくりとしての効果も期待され

ます。 

本町においては、健康づくりや介護に至らせないための介護予防施策に取り組んでおり、

その結果として、熊本県や全国と比較して認定率が低い傾向にあると考えられます。 

今後も、これらの取り組みを充実させ、主に介護を受けていない高齢者や、要介護度が軽

度の高齢者を対象に、介護予防や機能改善を重視する「自立支援」の充実に取り組みます。 

 

 

（１）多様な健康づくりの推進 

①健康長寿のための健康づくりの推進 

「健康れいほく２１計画（第二次）」は平成 25 年度から令和 4 年度までの 10 年計画とな

っており、乳幼児期から高齢期までの全町民を対象に生活習慣病の予防を基盤に取り組んで

います。高齢期においては、65 歳以降から生活習慣病の治療者が増加することや 75 歳以降

からは骨折・認知症の割合が急増することから、生活習慣病の重症化予防とフレイル予防が

課題となっています。 

今後もライフステージに応じた健康増進を推進するために、乳幼児期から生活習慣病発症

予防の視点で地域特性や生活背景を踏まえた健康課題の周知・啓発を図ります。また、高齢

期以降は重症化予防の視点で治療中断を防ぎ、医療機関や地域包括支援センター等とも連携

しながら、疾病の治療と食事・運動でコントロールできるよう支援に努めます。 
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②栄養・食生活 

食生活改善推進員による食生活改善啓発は、令和元年度 44 回の集会、260 回の対話・訪問

を行い、計 1,515 人の町民を対象に活動しました。また、75～84 歳の後期高齢者の健診受診

者を対象に、栄養士が疾病の重症化予防、介護予防を目的に訪問指導しています。令和元年

度の指導率は 94％です。継続した取り組みを続けていますが食習慣の意識は変わっていない

現状にあります。さらに、介護を受ける要因として骨折が 25％と高い割合を示しています。 

今後も、食生活改善推進員による活動と育成に取り組みます。高齢者の疾病の重症化予防

に加え、介護・骨折予防を重点に栄養指導を継続して取り組みます。 

 

③身体活動・運動 

町民の健康づくり、体力づくりを目的とし、老人会等で運動指導を行っています。また、

令和元年度からは、後期高齢者の健診受診者への保健指導に運動指導員が同行し、個別でフ

レイル予防に取り組んでいます。令和 2 年度からは、サロンへの運動指導も実施しています。

身体活動・運動への意識の個人差があることや、転倒・骨折の人が増えていることが課題で

す。 

幅広い人を対象に、転倒予防・フレイル予防のための身体活動・運動の重要性を周知して

いきます。今後も個別と集団指導に取り組みます。 

 

④生活習慣病予防 

平成 26 年度にデータヘルス計画を策定し、平成 30 年度からは第 2 期データヘルス計画に

基づき、医療費の適正化を進めるため、重症化予防に力を入れ取り組んでいます。具体的に

は医療受診が必要な人への受診勧奨や治療中の人には医療機関と連携し、保健指導を行って

います。短期目標となる部分は目標を達成しつつありますが、１人あたりの医療費や介護費

は県平均と比べ高い状況です。 

生活習慣病は自覚症状がないため、まず健診を受けてもらうことが必要です。生活習慣病

の重症化によって引き起こされる健康障害や医療費・介護費等の実態を周知・啓発を推進し

ます。 

 

⑤がん検診等による疾病予防と早期の発見 

これまで、広報紙・ホームページの活用により、がんに関する正しい知識の普及や正確な

情報の提供に努めてきました。 

また、がん検診について、受診しやすい検診体制を整備し、受診率の向上を図ってきまし

た。 

今後も、受診しやすい検診体制の整備を推進するとともに、町民に検診の重要性に関する

情報提供を行い、受診率の向上を図ります。 
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（２）生きがいづくりの推進 

高齢者が地域社会において自立した生活を営むためには、生活機能の維持だけではなく、

生きがいを持って日常生活を過ごすことが重要です。高齢者の生きがいづくりを推進するた

め、老人クラブ、高齢者のサークル活動等を支援し 、高齢者自身が地域の担い手として、新

たな社会的役割を持ち、活動に積極的に取り組むことができる仕組みを提案します。 

 

①老人クラブ等への活動支援 

新規加入者の減少や役員の引き受け手がいないことなどの理由から解散するクラブがあ

るなど、クラブ数及び会員数ともに減少しています。 

高齢化社会の進展に伴い、高齢者の生きがいと健康づくりのために、仲間づくりを基礎に

支え合い、地域社会に貢献する老人クラブ活動推進のために、各地区老人クラブへ補助を行

います。 

 

②高齢者のボランティア活動の充実 

ボランティアグループの割合が低く、ボランティアグループの支援及び活動の受け入れ体

制も整備が進んでいない状況です。元気高齢者の活動支援としてボランティア活動の支援強

化が必要だと思われます。 

ボランティア活動のできる人材を確保し、活動できる場の提供ができるように、体制づく

りの整備を推進します。また、合わせてボランティア人材の育成に努めます。 

 

③高齢者の就労支援 

高齢者にとって、高齢期の生活資金の確保だけでなく、健康づくりや生きがいづくりを含

め、就労は、重要な役割を果たしており、就労意欲の高い高齢者も増加するとみられます。 

シルバー人材センターを中心に高齢者の多様なニーズにマッチした就業機会を確保し、就

労しやすい環境整備を図ってきており、今後も引き続き取り組みます。 
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（３）生活支援コーディネーターの活用 

地域資源の把握と地域のニーズについては、アンケート調査を実施し情報収集を行ってき

ました。団体の立ち上げ支援と地域リハの支援を受けて、散歩コースの設定と定期的な集ま

りで介護予防にも取り組んできました。また、地域の役割（役員等）が無くなると男性の活

動参加が減少してくる傾向があるので、前期高齢者を中心とした支援団体の創設と活動支援

を行ってきました。新たな通いの場づくりとして、身近に感じられるサロンの立ち上げも行

ってきましたが、サロンに参加するための移動が困難な人が増えてきており、移動手段の検

討が必要となってきています。 

高齢者世帯・一人世帯が増えてきており、地域で生活をするために必要な移動手段につい

ての不安要素が大きいと思われます。協議体を活用し支援体制の整備を行っていきます。ま

た、地域の様々な活動・団体・事業所などと連携し、人と人、人と団体を繫ぐ支援を行いま

す。 

 

 

（４）多様な介護予防・生活支援サービスの充実と開発 

掃除・買い物等の軽度家事支援のニーズは増加傾向にありますが、その支援を提供する体

制が整備されていません。訪問型自立支援サービスに頼っている状況です。サービス支援事

業所の訪問介護員の人員不足もあり、生活支援サービスの提供が危ぶまれます。新たなサー

ビスの開発が必要となってきています。 

軽度家事支援を提供できる人材育成のために、社会福祉協議会とも協議しながら、シルバ

ーボランティア、介護支援ボランティアの活動支援ができるように取り組んでいきます。 

 

【介護予防・日常生活支援サービス事業】 

 
実績 見込 目標 

H30 年度 H31 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

訪問型サービス 46 人 39 人 41 人 40 人 40 人 40 人 

通所型サービス 70 人 58 人 70 人 70 人 70 人 70 人 

介護予防ケア 

マネジメント 
78 件 62 件 87 件 80 件 80 件 80 件 
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（５）地域の支えあい活動等の支援 

通いの場やサロンの設置は少しずつ増えてきていますが、住民主体による活動の場は少な

いです。また、利用日の設定も月に１回や２回といった、本来の通いの場の目的が達成され

ていません。住民主体のリーダー的存在が不足しています。また、男性のサロン参加は低迷

しているため、支える側としての参加呼びかけが必要と思われます。 

認知症予防やフレイル予防を中心にサロン活動の内容の充実を図ります。 

 

 
実績 見込 目標 

H30 年度 H31 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

サロン設置数 19 19 20 21 21 21 

 

 

（６）高齢者見守り施策の推進 

①高齢者単身世帯への訪問 事業の実施 

独り暮らし及び高齢者世帯の訪問は、看護師が月に数回の人から年に１回の人と、生活状

況・健康状態に合わせて訪問頻度を設定しております。戸別訪問をすることで、病気の時の

早期受診や健診の勧奨と、認知症予防や閉じこもり予防等へ繫げています。 

高齢者世帯に対しては、包括的支援事業による定期的な訪問を行っており、今後も継続し

て実施します。 

 

②民生委員による訪問の実施 

町やサービス事業者とのかかわりがない高齢者を、民生委員が訪問し て 生活等の状況を

確認するとともに民生委員とのつながりをつくり、また、必要に応じて地域包括支援センタ

ー等の相談機関と連携して見守りや支援につないでいます。 

今後も民生委員と連携を取りながら 継続していきます。 

 

③災害弱者緊急通報 システム 

対象者に緊急通報システムを貸与し、体の調子が悪くなった場合など、緊急の事態に陥っ

た時に、委託した警備会社に連絡が入るようになっている緊急通報機器の貸与を実施してお

り、高齢者が安心で安全な生活が送れるよう、今後も継続して実施します。 
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（７）住・生活環境の整備 

①住まいに関する多様な居住支援 

これまで、高齢者等が住み慣れた地域での居住を継続できるよう、ひとり暮らし高齢者等

への効果的な支援として、高齢者一人ひとりの状態に対応した幅広い福祉サービスにより、

居住支援を行ってきました。 

また、養護老人ホーム、有料老人ホームなど家庭環境、住宅事情等で自立生活に支援が必

要な人への支援のほか、在宅サービスの充実を図る等、多様な居住支援を行ってきました。 

今後も、住まいに関する多様な居住支援を実施します。 

 

◆やさしいまちづくり住宅改造助成事業 

家庭での自立した生活と 介護負担軽減のため行った住宅改造の費用の一部助成を実施し

ており、今後も継続して実施します。 

 

 
実績 見込 目標 

H30 年度 H31 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

件数 0 件 0 件 0 件 1 件 1 件 1 件 

 

 

◆養護老人ホーム 

65 歳以上の高齢者で、心身の状況、家庭環境等の問題により、自宅での生活が困難な方を

対象に、サービスを提供しています。 

 

②介護家族への支援 

高齢者が住み慣れた地域での生活を継続するために、在宅で居宅サービスを利用しながら、

家族の協力により生活している場合があります。家族介護者の身体的・経済的負担等を考慮

し、高齢者及び家族介護者に対する支援を継続して実施します。 

 

◆家族介護用品支給事業 

町民税非課税世帯に属する人が、要介護 4・5 またはそれと同等の高齢者を在宅で介護し

ている家族介護者に対して、介護用品を支給します。 

介護者の経済的負担の軽減を図るとともに、高齢者が住み慣れた自宅での生活を維持でき

るよう今後も継続して実施します。 
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実績 見込 目標 

H30 年度 H31 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

件数 64 件 63 件 50 件 60 件 60 件 60 件 

実利用者数 8 人 8 人 5 人 6 人 6 人 6 人 

 

 

◆家族介護慰労金 

要介護 3 以上の人を引き続き１年以上在宅で介護している家族介護者に慰労金を支給しま

す。ただし、90 日以上、介護保険施設・医療機関等に入院・入所している人または介護サー

ビス（生活介護、住宅改造、福祉用具等を除く）を利用した人は該当しません。 

介護者の経済的・精神的負担の軽減を図るとともに、高齢者が住み慣れた自宅での生活を

維持できるよう今後も 継続して実施します。 

 

 
実績 見込 目標 

H30 年度 H31 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

件数 1 件 1 件 2 件 2 件 2 件 2 件 

実利用者数 1 人 1 人 2 人 2 人 2 人 2 人 

 

 

◆認知症対応型共同生活介護事業所の家賃等助成事業 

認知症の方やその家族の経済的負担の軽減につながっています。 

低所得者に対する家賃等及び食費に対する負担軽減を行っている事業所に対して、段階に

応じて基準額（家賃等 26,000 円、食材料費 26,000 円）を除いた額に対して助成を行います。

（家賃等については上限額 7,000 円又は 14,000 円、食材料費については上限額 2,000 円又

は 4,000 円） 

 

◆生活管理指導短期宿泊事業 

身体上又は精神上の障害があり、日常生活を営むのに支障がある人で、次の理由により家

庭で生活することが困難な場合、一時的に施設へ入所できます。 

・同居の家族が外出することにより、一時的に独居となる場合 

・一時的に身体機能が低下した場合 

日常生活を営むのに支障がある高齢者の日常生活支援や介護家族の負担軽減のための支

援を行います。 
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◆食の自立支援事業（在宅高齢者配食サービス） 

ひとり暮らしの高齢者、または高齢者のみの世帯で、自 分 で 調理できない人に、昼食ま

たは夕食の配食を行います。 

 

 
実績 見込 目標 

H30 年度 H31 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

実利用者数 4 人 4 人 5 人 5 人 5 人 5 人 

のべ配食数 458 食 506 食 600 食 600 食 600 食 600 食 

 

 

◆家族介護教室と相談支援 

町内の介護保険施設（老健・医療院）と共同で介護教室を開催しています。感染予防や身

体介護で自身の健康を害しないような内容を提供しています。合わせて介護者の相談や必要

時にはサービス利用へと繫げています。身体介護を行う場合に器具を使ったり、身体への負

担軽減などの技術を専門職より指導をしてもらっています。 

専門職からの指導を受けられるため、知識と技能向上になっているので、継続した教室開

催を行っていきます。 

 

 
実績 見込 目標 

H30 年度 H31 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

開催件数 1 件 5 件 4 件 2 件 2 件 2 件 

参加者数 33 人 160 人 96 人 40 人 40 人 40 人 

 

 

（８）地域の福祉資源開発とネットワークづくりの推進 

 

これまで、地区の福祉的課題を把握するとともに、住民や事業者等と協働し、集いの場や

住民主体のサービスの創出を図る地域の福祉資源開発を行う事業について研究を行ってき

ました。 

今後も、地域包括支援センター等と連携して地区の福祉的課題を把握するとともに、住民

や事業者等と協働し、地域の福祉資源開発を行う事業について研究を行っていきます。 

また、地域包括支援センターによる地域ケア会議の開催を通じて、地域包括ケアシステム

の構築に向けた地域のネットワークづくりを推進します。 
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２ 地域ケア会議の充実 

（１）地域ケア会議の充実 

月に１回程度のケア会議開催は実行できていますが、参加者に専門職の参加が得られてい

ません。そのため、自立支援に向けたケア会議が、偏った判断になりがちです。リハビリ（Ｏ

Ｔ・ＰＴ等）、栄養士、歯科衛生士等の専門職からのアドバイスが得られるような参加者の選

定の見直しが必要と思います。 

ケア会議の要項見直しを行い専門職の参加を得て、ケア会議の内容を充実させていきます。 
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基本目標２ 認知症施策の推進 

１ 認知症サポーターの養成及び活動活性化 

今後、高齢化の進展により、認知症高齢者の増加が予想されています。 

国の定める認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）においては、「認知症の人の意思

が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができる

社会の実現を目指す」との基本的な考えのもと、次の七つの柱を打ち出しています。 

①認知症への理解を深めるための普及・啓発の推進 

②認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供 

③若年性認知症施策の強化 

④認知症の人の介護者への支援 

⑤認知症の人を含む高齢者にやさしい地域づくりの推進 

⑥認知症の予防法、診断法、治療法、リハビリテーションモデル、介護モデル等の研究開

発及びその成果の普及の推進 

⑦認知症の人やその家族の視点の重視 

新オレンジプランの方向性と、町の現状を踏まえ、認知症施策を推進します。 

令和元年６月認知症施策推進大綱が取りまとめられました。認知症の発症を遅らせ、認知

症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会を目指し認知症の人や家族の視点を重

視しながら「共生（認知症の人が、尊厳と希望を持って認知症とともに生きる、また、認知

症があってもなくても同じ社会でともに生きる）」と「予防（認知症になるのを遅らせる、認

知症になっても進行を緩やかにする）」を車の両輪として施策を推進します。 

 

 

（１）認知症サポーターの養成と地域のネットワークづくり 

これまで、若年層や現役世代など幅広い世代に認知症の方への理解を広めていく観点から、

地域の集まりや小学校の授業等を通じて、認知症の人の見守りを実践する人を養成する認知

症サポーター養成講座を実施し、若い世代の認知症サポーターの養成を推進し、地域ぐるみ

で見守る体制づくりを推進してきました。第７期計画期間中には、人口の 30％を超えるサポ

ーターを養成することができました。 

また、サポーターの活躍の場として、傾聴ボランティア講座を開設し、更なるステップア

ップを図ってもらいました。 

今後も引き続き、毎年 100 名ずつの認知症サポーターを養成するとともに、サポーターが

活用しやすい環境づくりに努めアクティブチームの活動活性化を図ります。 
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（２）行方不明認知症高齢者等の早期発見のための体制づくり 

徘徊などにより行方がわからなくなった認知症高齢者等の早期発見のための取組として、

声かけ模擬訓練が、認知症キャラバンメイトや苓北介護支援専門員会の会員の協力を得て、

住民参加型で１年に１回開催されています。専門職間での連携についての確認はできていま

すが、町主管課を含め関係機関との連携については周知できていません。 

関係機関との連携体制の構築を行っていきます。 

 

 

２ 認知症地域支援推進員の活動と認知症初期集中支援チームの運営・活用の推進 

（１）認知症地域支援推進員と認知症初期集中支援チームの連携 

看護師の戸別訪問による認知症の早期発見と、認知症地域支援推進員による相談・対応で

状況の把握を行っています。チームでの協議を実施する前に、病院受診へ繋がったり、サー

ビス導入ができているため、会議の開催に至っていません。 

サポート医の確保が困難ではありますが、チームで対応できるような取り組みを行ってい

きます。 

 

 

（２）相談・支援体制の充実 

認知症キャラバンメイト養成研修を受講するなど、職員の認知症に関する知識の向上に努

めています。また、認知症疾患センターやかかりつけ医との連携を行っています。認知症ケ

アパスの活用が十分にできていないので、ケアパスを活用して相談・受診に努めていきたい

と思います。 

家族が相談しやすい環境作りが必要だと思いますので、認知症家族交流会や認知症カフェ

を住民に幅広く周知していく予定です。 
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（３）認知症家族介護者支援の充実 

認知症家族交流会の開催や、認知症カフェへ参加することで、家族介護者のネットワーク

はできつつあります。参加者の入れ替わりは少しありますが、介護を経験された方が傾聴を

され、家族介護者の励みになっていると思います。家族交流会は町の広報誌を利用し周知を

行っていますが、利用されている人が限定的になってきています。 

家族介護者の介護負担の軽減に、認知症を正しく知る必要があります。近所・地域の方た

ちに認知症を正しく理解してもらう取り組みを行っていきます。 

 

【認知症カフェ】 

 
実績 見込 目標 

H30 年度 H31 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

開催回数 21 回 18 回 9 回 20 回 20 回 20 回 

参加延べ人数 286 人 214 人 125 人 200 人 200 人 200 人 

 

 

３ 成年後見制度の利用促進に向けた取り組みの推進 

（１）成年後見制度の利用促進 

成年後見制度は、認知症高齢者をはじめとする高齢者の権利擁護、虐待防止を図る上で重

要な制度です。本町においても、町長申し立ての他、本人や親族による申し立ての支援を行

っています。 

今後も成年後見制度利用促進基本計画を策定するとともに、引き続き住民の成年後見制度

の利用促進に向けた支援を行います。 

 

（２）住民に対する広報・普及活動、制度の活用 

住民に対しては、成年後見制度そのものが十分周知されているとは言えない状況です。 

成年後見制度の利用促進のため、普及・啓発を行います。 

 

◆権利擁護事業 

県、町、警察、福祉関係団体、医師会、人権擁護関係団体等と連携しながら、虐待の早期

発見、虐待防止の啓発活動に取り組むとともに、個々の虐待のケースに応じて保健医療サー

ビスなどの継続を支援します。 

虐待に関する相談件数は増加しています。虐待の事例を把握した場合は、高齢者虐待防止

法に基づき速やかにその高齢者を訪問して状況を確認し、事例に即した適切な対応をとりま

す。 
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◆成年後見制度利用支援事業 

身寄りのない重度認知症高齢者等が介護保険サービスの利用、財産管理、日常生活上の支

援が必要な場合に、町長を申立人として成年後見人制度を利用する体制を整えており、後見

人に対する報酬の助成を行っています。 

成年後見制度の利用が必要な人の早期発見・支援につながる環境づくりを進めます。 

 

 
実績 見込 目標 

H30 年度 H31 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

対応件数 0 件 0 件 1 件 1 件 1 件 1 件 

 

 

４ 高齢者虐待防止の体制整備 

（１）高齢者の虐待防止の体制整備 

民生委員や関係機関（医療機関・警察等）からの情報を収集し、地域包括支援センターと

同時に対応を行っています。状況に応じて面談を実施したり訪問をするなど早急な対応を行

っています。虐待による身の危険性がある場合には、関係機関と連携をとり防止に努めてい

ます。 

家族間で隠しかばい合う場合が訪問では気づけなかったり、本人が虐待を受けている若し

くは、介護者の行為が虐待であることに気づいていない事例もあります。虐待防止の啓発資

料配布などの取り組みを行っていきます。  
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基本目標３：在宅医療と介護の連携推進 

１ 医療と介護をはじめとした多職種連携体制づくり 

医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最

後まで続けるためには、在宅医療と介護の一体的な提供が必要であり、訪問看護等の在宅医

療の充実とともに、在宅医療と介護の連携強化が重要です。 

 

◆地域の医療・介護サービス資源の把握と情報提供 

在宅医療・介護連携推進事業で天草郡市医師会に委託して、医療資源の提供を受けます。 

また、地域の医療・介護サービス資源の把握を行い、地域包括支援センターにおいて、介

護連携関連施設のガイドマップを作成し、医療・介護事業所への配布を行っています。 

 

◆在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応の協議 

在宅医療・介護連携推進事業で委託している医師会における各部会や事例検討会等を活用

しつつ、医療関係団体、介護保険事業者と連携のもと、地域の医療・介護関係者等が参画す

る多職種合同カンファレンスを開催し、在宅医療・介護連携の現状と課題の抽出、解決策等

の協議を行い、入退院調整ルールの作成等を行ってきました。 

今後も、定期的に会議を開催し、顔の見える在宅医療・介護連携を推進します。 

 

◆在宅医療・介護サービスの情報の共有支援 

多職種合同カンファレンス等により、地域の医療・介護関係者間の情報共有を支援してき

ました。 

引き続き、情報の共有支援に努めます。 

 

◆切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進 

在宅医療介護連携推進事業で、入退院時に途切れがちな医療と介護の情報について、あり

方を検討してきました。町独自の在宅医療・介護連携シートを作成し改善しながら活用して

います。今後も、切れ目なく在宅医療・介護サービスが一体的に提供されるよう検討を行い

ます。 

 

◆在宅医療・介護に関する相談支援 

在宅医療・介護連携推進事業により、「天草地域在宅医療・介護連携室」を設置し、地域の

医療・介護関係者や地域包括支援センターからの在宅医療・介護連携に関する相談を受け付

け、必要に応じて、退院の際の地域の医療関係者と介護関係者の調整や患者・利用者又は、

家族の要望を踏まえた、地域の医療機関等・介護事業者相互の紹介を行ってきました。 

今後も継続して、推進事業により相談支援を実施していきます。  
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◆在宅医療・介護関係者の研修 

在宅医療・介護連携推進事業により、多職種間でのグループワークや事例検討会、またそ

れぞれの分野について理解を深めるための研修会を開催します。 

 

◆地域住民への普及啓発 

これまで、在宅医療・介護連携推進事業により、在宅医療・介護サービスに関する講演会

を開催しました。 

今後も、地域住民の在宅医療・介護連携の理解を促進するため、年１回程度、住民向け講

座を開催します。 

 

◆関係市町村の連携 

在宅医療・介護連携推進事業は、天草圏域の２市１町が連携して、天草郡市医師会に委託

しており、今後も必要に応じて、県や関係市町との連携を図ります。 

 

 

２ 地域包括支援センターの人員体制の強化 

地域ケア会議、在宅医療介護と連携した体制づくりに加え、認知症対策や介護予防・日常

生活支援総合事業など、増加・多様化する業務に対応していくうえで、地域包括支援センタ

ーの機能強化が不可欠となっています。 

地域包括ケアシステムを構築するうえでも中核的な役割を担うことから、町と苓北町社会

福祉協議会と地域包括支援センターがそれぞれの役割を認識しながら、一体的な運営を行っ

ていきます。 

また、業務状況や業務量を把握・評価・点検するとともに、介護支援専門員など地域包括

支援センターの人員の充実と予算の確保に努めます。 

 

 

３ くまもとメディカルネットワークを活用した医療・介護の連携推進 

熊本県においては、県医師会をはじめ、熊本大学医学部附属病院、県、関係団体が連携の

もと、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用し、県内の病院、診療所、薬局、地域包括支援センタ

ー、介護関係施設等をネットワークで結ぶ「くまもとメディカルネットワーク」が運用され

ています。しかし、天草地域では、天草郡市医師会による独自のネットワークが構築され、

独自の運用がなされており、本町の包括支援センターはどちらのネットワークにも参加して

いません。 

今後も引き続き、天草地域のネットワークの活用とくまもとメディカルネットワークへの

参画について検討します。 
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基本目標４：多様な住まい・サービス基盤の整備 

１ 早急な対応が必要な方への対応 

（１）地域密着型介護サービスの整備 

第８期計画期間中の地域密着型サービスの整備について、新規の整備は行いません。 

認知症になっても住み慣れた地域で安心して生活を続けられるよう、地域包括ケアを推進

するとともに、在宅生活が困難な方の地域生活の継続を支援するため、地域密着型 認知症グ

ループホームを第６、７期期間中に整備しました。なお、地域密着型介護施設については、

町介護保険運営協議会へ運営状況を報告するとともに、年１回実施指導を行っています。 

 

【各年度における利用定員数】 

 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

認知症対応型共同生活介護 36 人 36 人 36 人 

小規模多機能型居宅介護 18 人 18 人 18 人 

看護小規模多機能型居宅介護 0 人 0 人 0 人 

介護老人福祉施設入所者生活介護 20 人 20 人 20 人 

特定施設入所者介護 0 人 0 人 0 人 

 

 

（２）状況の変化による介護サービスの提供 

①療養病床の転換への対応 

国においては、医療の必要性の高い患者のための療養病床は確保しつつ、医療の必要性の

低い患者について、こうした方々が利用している介護療養型医療施設を介護老人保健施設等

への転換を図り、新しい受け皿として、長期療養のための医療と日常生活上の世話（介護）

を一体的に提供する入所施設である介護医療院を新たに創設しました。 
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②慢性期機能からの介護施設・在宅医療等への転換への対応 

町内に介護医療院 49 床が平成 30 年 10 月開設しました。 

国においては、病床の機能の分化及び連携の推進による効率的で質の高い医療提供体制の

構築を図る過程において、慢性期機能から介護施設・在宅医療等への転換が図られるものと

しています。 

本町においては、病床の機能の分化及び連携に伴い生じる、医療療養病床からの介護医療

院への転換が行われました。 

 

【各年度における利用定員数】 

 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

介護医療院 

（医療療養病床からの転換） 
49 人 49 人 49 人 

 

 

２ 高齢者向け住まいの確保 

（１）安心できる住まいの確保 

住宅に困窮する低所得者向け町営住宅の供給を実施しており、今後も高齢者への優先入居

を可能な限り推進します。併せて、民間賃貸住宅の供給促進（新たな住宅セーフティネット

制度）についても検討します。また、町営住宅の改築・改修時にはバリアフリー化を推進し

ます。 

 

 

３ 高齢者等の移動手段の確保 

在宅高齢者等移送サービス（タクシー乗車料金助成）について、対象者の要件緩和を行い

より利用しやすい制度づくりを行いました。 
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基本目標５：介護人材の確保とサービスの質の向上 

１ 円滑な制度運営のための体制整備 

（１）地域包括支援センター事業の円滑な運営と公平性・中立性の確保 

介護予防事業、包括的・継続的ケアマネジメント、総合相談支援及び権利擁護事業など、

地域包括支援センターが担う事業が円滑に実施できるよう、主任ケアマネジャ一や社会福祉

士、保健師等の専門職による適切な人員配置を図るとともに、きめ細やかな研修を実施して

いきます。 

 

 

（２）密接な連携による介護予防事業の効果的な実施 

地域支援事業や介護予防サービスを効率的、効果的に実施し、また、事業相互の継続性・

整合性が確保されるよう、事業対象者の選定や高齢者の状況に応じたサービス提供に必要な

情報交換を行うなど、健診事業や民生委員・児童委員の活動をはじめ、高齢者に係わる関係

事業や関係機関・団体等による密接な連携を確保します。 

 

 

（３）公正・中立な要介護認定の推進 

公平かつ迅速な要介護認定を推進できるよう、広域的な連携のもと、適正な認定調査の実

施や介護認定審査会における審査判定の充実に一層取り組むとともに、そのために必要な研

修等を実施します。 

 

 

（４）多様な人材の確保・定着 

介護人材の育成・確保に向けて、関係団体と連携を行い養成講座に努めるとともに、継続

して介護人材の育成と確保を行います。また、介護就労者が意欲と誇りをもって魅力ある職

場でその能力を発揮して働くことができるように、能力の開発及び向上を図ります。 
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（５）介護給付適正化に向けた取り組みの推進 

適切なサービスの確保と効率化を通じて介護保険制度の信頼感を高め、持続可能な介護保

険制度を構築するため、本町では平成３０年度からの３か年において、第４期熊本県介護給

付適正化プログラムを参考に、保険者、県及び国民健康保険団体連合会（以下「国保連」と

いう。）が連携して介護給付適正化の取組を推進しています。地域包括ケアシステムの強化に

あたっては、本町においては、介護給付適正化に向け、「介護給付適正化計画」に関する指針

及び「第４期熊本県介護給付適正化プログラム」を参考に、「要介護認定の適正化」、「ケアマ

ネジメント等の適正化」及び「医療情報突合・縦覧点検」の３つを柱とするとともに、「ケア

プランの点検」及び「医療情報突合・縦覧点検」の２項目を最重点項目として位置づけ、取

り組みを推進してきました。 

 

【第４期の取組結果】 

■ケアプラン点検 

 【実績値（H30～R2）】 

ケアプラン点検 

（点検数/要介護認定者数） 

点検率     100％ 

点検数    362/362 

高齢者向け住まい入居者のケアプラン点検 

（点検数/対象者数） 

点検率     100％ 

点検数    10/10 

ケアプラン見直しに至った 

ケアプラン数 
ケアプラン数    0 件 

 

■医療情報突合及び縦覧点検 

 【実績値（H30～R2）】 

医療情報突合の実施件数 

（実施月数・実施件数） 

実施月数    24 月 

実施件数    51 件 

縦覧点検の実施件数 

（実施月数・実施件数） 

実施月数    24 月 

実施件数    1302 件 

過誤申立件数及び金額 
申立件数    4 件 

申立金額    49,277 円 
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①ケアプラン点検の活用 

介護支援専門員が作成したケアプランについて、事業者に資料提出を求め又は訪問調査を

行う等により、町職員等の第三者が点検及び支援を行います。それにより、個々の受給者が

真に必要とするサービスを確保するとともに、その状況に適合していないサービス提供を改

善します。 

 

保険者の取り組み目標 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

課題整理総括表を活用した 

ケアプラン点検 

【点検率５％以上】 

※点検率＝点検件数／居宅サービ

ス利用者数 

点検率 

10％ 

点検率 

10％ 

点検率 

10％ 

地域ケア会議等を活用した 

多職種によるケアプラン点検 

【点検月数：１２月】 

点検月数 

12 月 

点検月数 

12 月 

点検月数 

12 月 

高齢者向け住まい入居者の 

ケアプラン点検 

【点検率：５％】 

点検率 

５％ 

点検率 

５％ 

点検率 

５％ 

 

 

②医療情報突合及び縦覧点検の活用 

医療情報突合は、受給者の後期高齢者医療や国民健康保険の入院情報と介護保険の給付情

報を突合し、給付日数や提供されたサービスの整合性の点検を行います。また、縦覧点検は、

受給者ごとに複数月にまたがる介護報酬の支払状況を確認し、提供されたサービスの整合性、

算定回数、算定日数等の点検を行っており、どちらも熊本県国民健康保険団体連合会の介護

給付適正化システムにより抽出された情報により、事業所に確認を行っています。 

今後も、引き続き熊本県国民健康保険団体連合会から提供される帳票により、全ての医療

情報突合と縦覧点検を実施し、介護給付費の適正化に取り組みます。 

 

保険者の取り組み目標 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

医療情報突合の実施 

【点検月数：１２月】 

点検月数 

12 月 

点検月数 

12 月 

点検月数 

12 月 

縦覧点検の実施 

【点検月数：１２月】 

点検月数 

12 月 

点検月数 

12 月 

点検月数 

12 月 
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③住宅改修の施工前点検 

被保険者から提出された住宅改造助成費の申請に伴い、被保険者、家族介護者、介護支援

専門員の立ち会いのもと、全ての申請について施工前の点検を行い、住宅改修の適正化を行

ってきました。 

今後も引き続き、全ての申請について施工前の点検を行い、また、必要に応じて全申請の

10％を目標に、リハビリテーション職員にも施工前点検への立ち会いを求めます。 

 

保険者の取り組み目標 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

住宅改修の施工前点検 

【点検率：１００％】 

点検率 

100％ 

点検率 

100％ 

点検率 

100％ 

建築専門職・リハビリテーション

専門職による点検 

【点検率：１０％】 

点検率 

10％ 

点検率 

10％ 

点検率 

10％ 

 

 

２ 保険者としての支援体制の充実 

（１）情報提供や指導監督等の充実 

要介護度に応じた適切なケアプランの作成とサービス提供が行われるよう、事業所に対す

る働きかけや改善効果の高いケアプラン、サービス内容等について地域包括支援センターを

通じて情報提供を行い、サービスの質的な向上を促進します。 

また、地域密着型介護サービス 事業所の指定や必要な指導監督事務の適切な運営を図り

ます。 

 

 

（２）関係施策・事業との連携強化 

介護保険制度や医療保険制度の改正等により、高齢者に関する医療・保健・福祉・介護等

の施策の在り方が変化しており、これらの施策間の相互連携がこれまで以上に必要となって

います。また、高齢者をとりまく環境は多岐にわたっており、地域での自立した生活を支援

していくためには広範な施策領域での連携も不可欠です。 

このため、庁内関係課とより密接な連携を図りながら、事業実施による相乗効果がより高

められるよう高齢社会対策の総合的推進に努めます。 
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３ 利用者本位のサービス提供の推進 

（１）制度の周知徹底と相談支援体制の構築 

介護保険サービスをはじめとする各種サービスの利用促進を図るため、パンフレット、広

報紙、ホームページ等を活用して、住民への制度周知に努めます。 

介護保険や高齢者福祉サービスの利用の仕方、介護の方法に関すること等、高齢者が理解・

利用しやすい情報を提供していくとともに、高齢者やその家族が抱える悩みなどに適切に対

応できるよう、地域包括支援センター、民生委員等と連携・協力しながら、高齢者が身近な

地域で気軽に相談できる体制づくりに努めます。 

 

 
実績 見込 目標 

H30 年度 H31 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

相談件数 395 件 416 件 248 件 400 件 400 件 400 件 

 

 

（２）介護サービスの質の向上 

高齢者に対して良質なサービスを提供するためには、サービスを提供する人材の資質の向

上が重要です。そのため、町職員や地域包括支援センター職員、介護保険サービス提供事業

者職員等に対する様々な研修の機会を確保します。 

さらに、介護保険サービスに関する利用者からの相談・苦情に対応するため、地域包括支

援センターや県と町が連携した相談・苦情処理体制の確立に努めます。 

 

 

（３）低所得者への支援 

今後の更なる高齢化に伴い、介護費用の増加と保険料負担水準の上昇が予測されます。 

公平に介護保険サービスを利用するため、法に基づく低所得者に対するサービス利用負担

の軽減を実施するとともに、地域支援事業等の様々な制度を活用した支援策を検討・実施し

ます。 
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基本目標６ 災害や感染症への対応 

近年、全国各地において、自然災害の発生や新型コロナウイルス感染症の流行等により、

介護サービス利用者の安全が脅かされたり、サービス利用が制限されたりするケースが発生

しています。 

介護サービスの提供にあたり、利用者の安全を確保するとともに、サービスの提供が途切

れることがないよう、災害や感染症に対する備えを強化していく必要があります。 

 

１ 災害に対する備え 

日頃から介護事業所等と連携し、避難訓練の実施や防災啓発活動、介護事業所等における

リスクや、食料、飲料水、生活必需品、燃料その他の物資の備蓄・調達状況の確認を行いま

す。 

このため、介護事業所等で策定している災害に関する具体的計画を定期的に確認するとと

もに、災害の種類別に避難に要する時間や避難経路等の確認を促します。 

 

２ 感染症に対する備え 

日頃から介護事業所等と連携し、訓練の実施や感染拡大防止策の周知啓発、感染症発生時

に備えた平時からの事前準備、感染症発生時の代替サービスの確保に向けた連携体制の構築

等を行います。 

このため、介護事業所等が感染症発生時においてもサービスを継続するための備えが講じ

られているかを定期的に確認します。介護事業所等の職員が感染症に対する理解や知見を有

した上で業務に当たることができるよう、感染症に対する研修の充実等を図ります。また、

感染症発生時も含めた都道府県や保健所、協力医療機関等と連携した支援体制の整備を図り

ます。 

さらに、介護事業所等における、適切な感染防護具、消毒液その他の感染症対策に必要な

物資の備蓄・調達・輸送体制について確認します。 
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第５章 介護保険事業計画 
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１ 第７期計画の評価 

（１）認定者数の検証 

第７期の認定者数（第１号被保険者数）は計画値、平成 30 年度 492 人、令和元年度 528

人、令和 2 年度 535 人に対し、実績数は平成 30 年度 497 人、令和元年度 497 人、令和 2 年

度 509 人と、計画より平成 30 年度では多く、令和元年度、2 年度では少ない数値となりま

した。認定者数についても、計画値、平成 30 年度 494 人、令和元年度 531 人、令和 2 年度

539 人に対し、実績数は平成 30 年度 498 人、令和元年度 497 人、令和 2 年度 511 人の各年

度それぞれ、100.8％、93.6％、94.8％で、計画より平成 30 年度では多く、令和元年度、2 年

度では少ない数値で推移しました。要介護度別では、要介護 2 及び要介護 3 の認定者が各年

度とも計画値を上回っています。 

 

＜第７期認定者数の計画値と実績値＞              （単位：計画値、実績値 人） 

  
平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 対計画比 計画値 実績値 対計画比 計画値 実績値 対計画比 

認定者総数 494 498 100.8% 531 497  93.6% 539 511  94.8% 

要支援１ 65 64 98.5% 64 59  92.2% 67 62  92.5% 

要支援２ 71 71 100.0% 71 74  104.2% 71 68  95.8% 

要介護１ 110 108 98.2% 111 100  90.1% 111 107  96.4% 

要介護２ 75 87 116.0% 72 78  108.3% 75 94  125.3% 

要介護３ 51 56 109.8% 53 68  128.3% 54 58  107.4% 

要介護４ 76 65 85.5% 92 72  78.3% 94 79  84.0% 

要介護５ 46 47 102.2% 68 46  67.6% 67 43  64.2% 

うち第 1 号 

被保険者数 
492 497 101.0% 528 497 94.1% 535 509 95.1% 

＊令和２年度は令和３年１月18日現在 
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（２）保険給付費の検証 

第７期の保険給付費は、平成 30 年度の計画値に対し実績値は 100.1％、令和元年度の計画

値に対し実績値は 89.5％、令和２年度の計画値に対し実績値は 93.5％で、計画値 9 億 6,412

万円に対し、9 億 135 万円となっています。居宅サービスでは、保険給付費が各年度とも計

画値を上回っています。 

 

＜第７期サービス別給付費の計画値と実績値＞ 

（単位：千円） 

介護給付 

平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

計画値 
計画比 

計画値 
計画比 

計画値 
計画比 

実績値 実績値 実績値 

居宅サービス 
177,191 

102.8% 
176,280 

101.5% 
172,865 

105.8% 
182,110 178,863 182,892 

地域密着型サービス 
167,363 

94.6% 
200,700 

83.8% 
225,356 

74.9% 
158,259 168,116 168,750 

施設サービス 
358,311 

101.5% 
498,336 

86.5% 
498,336 

98.0% 
363,853 430,859 488,608 

居宅介護支援 
22,567 

101.3% 
22,087 

99.8% 
21,946 

100.1% 
22,857 22,036 21,966 

介護予防サービス 
32,491 

102.2% 
32,490 

99.5% 
32,637 

90.6% 
33,204 32,314 29,570 

地域密着型介護予防 

サービス 

7,401 
88.3% 

7,404 
101.9% 

7,404 
75.0% 

6,533 7,544 5,554 

介護予防支援 
5,529 

84.4% 
5,477 

82.1% 
5,584 

75.1% 
4,666 4,498 4,192 

給付費総額 
770,853 

100.1% 
942,774 

89.5% 
964,128 

93.5% 
771,482 844,229 901,354 
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２ 将来人口推計 

2025（令和 7）年度には団塊の世代が 75 歳以上となり、介護サービスの利用者も増加が

見込まれます。第８期計画以降の介護需要のピークを視野に入れた中・長期的な推計を行い

ました。 

 

（１）総人口と高齢化率の推移と推計 

令和２年度から令和 7 年度までの 5 年間で総人口の推計は、721 人減少する見込みです。 

生産年齢人口（15～64 歳）と、年少人口（0～14 歳）は減少傾向にあり、生産年齢人口割

合は、平成 30 年以降 50％を下回り、令和 22 年には 40％程度になると推計されます。 

65 歳以上の高齢者人口は 2,800 人前後で推移していますが、令和 12 年以降は高齢者人口

も減少し、令和 22 年には 2,000 人近くにまで減少すると推計されます。 

高齢化率は、令和２年度 41.5％から令和 7 年度は 45.2％と推計され、その後も上昇し、令

和 22 年には 50％を上回ると推計されます。 

 

 

 

出典：苓北町統計（平成 28 年～令和 2 年、各年 9 月 30 日）、独自推計（令和 3 年～令和 22 年） 

※令和 3 年以降は、平成 28 年～令和 2 年の苓北町統計の推移を基に、コーホート変化率法を用いて独自に算出。 
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（２）要介護（要支援）認定者の推移と推計 

要支援・要介護者の推計値は、推計人口をもとに、要支援・要介護者の出現率の傾向から

推計しています。令和５年度には 539 人になると想定されます。 

 

 

出典：「見える化システム」（平成 30 年～令和 2 年）、独自推計（令和 3 年～令和 22 年） 
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３ 居宅サービス・介護予防サービス 

（１）サービスの概要 

■介護サービス等の体系 

◎居宅サービス  ○居住系サービス  □施設サービス 

 市町村が指定・監督を行うサービス 都道府県が指定・監督を行うサービス 

介
護
給
付 

【地域密着型サービス】 

◎定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 

◎夜間対応型訪問介護 

◎認知症対応型通所介護 

◎小規模多機能型居宅介護 

◎看護小規模多機能型居宅介護 

◎地域密着型通所介護 

○認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム） 

○地域密着型特定施設入居者 

生活介護 

□地域密着型介護老人福祉施設 

入所者生活介護 

◎居宅介護支援 

【居宅介護サービス】 

◎訪問サービス 

・訪問介護 

・訪問入浴介護 

・訪問看護 

・訪問リハビリテーション 

・居宅療養管理指導 

◎通所サービス 

・通所介護 

・通所リハビリテーション 

◎短期入所サービス 

・短期入所生活介護 

・短期入所療養介護 

○特定施設入居者生活介護 

◎福祉用具貸与 

◎特定福祉用具購入費、住宅改

修 

【施設サービス】 

□介護老人福祉施設 

□介護老人保健施設 

□介護療養型医療施設 

□介護医療院 

予
防
給
付 

【地域密着型介護予防サービス】 

◎介護予防認知症対応型通所介護 

◎介護予防小規模多機能型居宅介護 

○介護予防認知症対応型 

共同生活介護（グループホーム） 

◎介護予防支援 

【介護予防・日常生活支援総合事業】 

【介護予防サービス】 

◎訪問サービス 

・介護予防訪問入浴介護 

・介護予防訪問看護 

・介護予防訪問リハビリテーション 

・介護予防居宅療養管理指導 

◎通所サービス 

・介護予防通所リハビリテーション 

◎短期入所サービス 

・介護予防短期入所生活介護 

・介護予防短期入所療養介護 

○介護予防特定施設入居者生活介護 

◎介護予防福祉用具貸与 

◎特定介護予防福祉用具購入費、住宅改修 
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（２）見込量の考え方 

居宅サービスの必要量については、基本的には、サービスの種類ごと、要介護度ごとに第

７期（平成 30 年度～令和２年度）の各居宅サービス給付実績回数・日数を、それぞれ居宅サ

ービスの利用者数で除することにより、平均利用回数・日数等を算出した後、令和３年度か

ら令和５年度までのそれぞれの居宅サービス利用者数を乗じて、必要量を見込みます。 

 

（３）各サービスの実績と見込量 

①訪問介護 

利用者の居宅にホームヘルパー等が訪問し、食事や入浴、排泄の介助などの身体介護や買

い物、洗濯、掃除などの生活援助を行うものです。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介

護 

回数（回） 820.3  558.3  595.1  526.8  540.7  552.4  540.7  

人数（人） 40  34  33  29  30  31  30  

＊令和２年度は見込量 

 

②訪問入浴介護・介護予防入浴訪問介護 

利用者の居宅に移動入浴車などの入浴設備を持ち込み、入浴、洗髪の介助を行い、身体の

清潔の保持、心身機能の維持を行うものです。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介

護 

回数（回） 7  12  4  4.5  4.5  4.5  4.5  

人数（人） 2  2  1  1  1  1  1  

予

防 

回数（回） 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人数（人） 0  0  0  0  0  0  0  

＊令和２年度は見込量 
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③訪問看護・介護予防訪問看護 

利用者の居宅に看護師が訪問し、主治医の指示のもとで病状の管理や処置などを行うもの

です。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介

護 

回数（回） 127.5  169.3  156.2  167.5  178.2  178.2  167.5  

人数（人） 26  29  26  27  29  29  27  

予

防 

回数（回） 23.1  36.0  44.4  51.5  51.5  51.5  51.5  

人数（人） 6  8  8  9  9  9  9  

＊令和２年度は見込量 

 

④訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション 

病院・診療所または介護老人保健施設の理学療法士・作業療法士・言語聴覚士が、計画的

な医学的管理を行っている医師の指示にもとづき、利用者の自宅を訪問して、心身の機能の

維持回復を図り日常生活の自立を助けるために、理学療法・作業療法等の必要なリハビリテ

ーションを行うものです。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介

護 

回数（回） 52.7  20.0  73.6  63.3  63.3  63.3  63.3  

人数（人） 6  3  4  3  3  3  3  

予

防 

回数（回） 55.9  91.6  65.2  77.6  77.6  77.6  77.6  

人数（人） 8  10  7  8  8  8  8  

＊令和２年度は見込量 

 

⑤居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 

利用者の居宅に医師・歯科医師・薬剤師・管理栄養士等が訪問し、療養上の管理指導を行

うものです。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介
護 

人数（人） 5  4  2  2  2  2  2 

予
防 

人数（人） 1  1  0  0  0  0  0 

＊令和２年度は見込量  
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⑥通所介護 

利用者が通所介護事業所（デイサービスセンター）に通い、食事や入浴などの日常生活上

の世話を受けるほか、機能訓練や社会交流による日常生活能力の維持を図るものです。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介

護 

回数（回） 397  412  505  505.9  597.9  621.7  529.7  

人数（人） 31  32  38  37  42  43  38  

＊令和２年度は見込量 

 

⑦通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション 

利用者が通所リハビリテーション事業所（デイケア）に通い、心身機能の維持回復を目的

に、理学療法士や作業療法士の指導のもとで専門的なリハビリテーションを受け、送迎・入

浴・食事等のサービスも受けられるものです。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介

護 

回数（回） 874.8  840.5  853.3  831.0  877.0  902.2  848.1  

人数（人） 88  90  96  93  98  101  95  

予
防 

人数（人） 66  62  58  56  57  56  55 

＊令和２年度は見込量 

 

⑧短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護 

介護者の事情により居宅での介護が困難になった際に、施設に一定期間入所し、入浴・食

事・排泄などの介護や日常生活の世話、機能訓練などを受けるものです。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介

護 

日数（日） 44.8  74.4  75.6  83.7  113.7  113.7  83.7  

人数（人） 6  10  8  10  12  12  10  

予

防 

日数（日） 4.3  4.1  0.0  1.3  1.3  1.3  1.3  

人数（人） 1  1  0  1  1  1  1  

＊令和２年度は見込量 
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⑨短期入所療養介護、介護予防短期入所療養介護（老健） 

介護者の事情により居宅での介護が困難になった際に、老健施設に一定期間入所し、入浴・

食事・排泄などの介護や日常生活の世話、機能訓練などを受けるものです。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介

護 

日数（日） 43.3  43.5  25.4  19.0  19.0  19.0  19.0  

人数（人） 9  8  4  3  3  3  3  

予

防 

日数（日） 4.0  4.2  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人数（人） 1  1  0  0  0  0  0  

＊令和２年度は見込量 

 

⑩短期入所療養介護、介護予防短期入所療養介護（病院等） 

介護者の事情により居宅での介護が困難になった際に、病院等に一定期間入所し、入浴・

食事・排泄などの介護や日常生活の世話、機能訓練などを受けるものです。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介

護 

日数（日） 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人数（人） 0  0  0  0  0  0  0  

予

防 

日数（日） 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人数（人） 0  0  0  0  0  0  0  

＊令和２年度は見込量 

 

⑪短期入所療養介護、介護予防短期入所療養介護（介護医療院） 

長期療養のための医療サービスと日常生活上の介護サービスを一体的に提供する入所施

設サービスです。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介

護 

日数（日） 0.5  0.8  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人数（人） 0  0  0  0  0  0  0  

予

防 

日数（日） 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人数（人） 0  0  0  0  0  0  0  

＊令和２年度は見込量  
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⑫福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 

利用者が日常生活を営むために、心身の状況や環境等に応じて適切な福祉用具の選定・貸

与を受けるものです。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介
護 

人数（人） 71  66  77  74  81  83  75 

予
防 

人数（人） 35  33  29  28  28  28  28 

＊令和２年度は見込量 

 

⑬特定福祉用具購入費・特定介護予防福祉用具購入費 

居宅で介護を円滑に行うことができるように、５種類の特定福祉用具の購入費として年間

10 万円を上限として支給が受けられるものです。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介
護 

人数（人） 2  3  2  3  3  3  2 

予
防 

人数（人） 1  1  1  2  2  2  1 

＊令和２年度は見込量 

 

⑭住宅改修費・介護予防住宅改修 

在宅生活に支障がないように段差解消など住宅の改修を行った際に、20 万円を上限として

費用の支給が受けられるものです。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介
護 

人数（人） 2  2  2 2  2  2  2 

予
防 

人数（人） 1  1  1 1  1  1  1 

＊令和２年度は見込量 
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⑮特定施設入居者生活介護、介護予防特定施設入居者生活介護 

特定施設（有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、高齢者専用賃貸住宅等）

の入居者に対し、当該特定施設が提供するサービスの内容（入浴，排泄，食事の介護その他

の介護サービス）等を計画に基づき提供することをいいます。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介
護 

人数（人） 1  1  0  0  0  0  0 

予
防 

人数（人） 0  0  0  0  0  0  0 

＊令和２年度は見込量 
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４ 地域密着型サービス・地域密着型介護予防サービス 

（１）サービスの概要 

地域密着型サービスは、認知症高齢者や独居高齢者の増加等を踏まえ、高齢者が要介護状

態となっても、できる限り住み慣れた地域で生活を継続できるようにする観点から、原則と

して日常生活圏域内でサービスの利用及び提供されるサービスを、市町村が事業者の指定及

び指導・監督を行うこととしたものです。 

 

（２）入所系サービスの必要利用定員総数 

第８期計画における日常生活圏域ごとの各年度の入所系サービスに係る必要利用定員総

数は、以下のとおりとします。 

 

圏域 

認知症対応型共同生活介護 
地域密着型特定施設 

入居者生活介護 

地域密着型介護老人福祉 

施設入所者生活介護 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

町全体 36人 36人 36人 0人 0人 0人 20人 20人 20人 

 

（３）見込量の考え方 

『認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護』『小規模多機能型居宅

介護・介護予防小規模多機能型居宅介護』の利用については、現状では充足しているものと

思われ、第８期では新たな整備は行わないものとします。 
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（４）各サービスの実績と見込量 

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

重度者を始めとした要介護者の在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて訪問介護と訪

問看護を一体的に又それぞれが密接に連携しながら、定期巡回訪問と随時の対応を行うサー

ビスで、平成 24 年度より創設された事業です。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介

護 
人数（人） 0 0 0 0 0 0 0 

＊令和２年度は見込量 

 

②夜間対応型訪問介護 

夜間対応型訪問介護とは、夜間において要介護者宅を、定期的に巡回訪問することにより、

または通報を受け、その方の居宅において介護福祉士等により行われる入浴、排泄、食事等

の介護その他日常生活上の世話を行うものです。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介

護 
人数（人） 0 0 0 0 0 0 0 

＊令和２年度は見込量 

 

③地域密着型通所介護 

在宅の要介護者等を対象に、定員 18 名以下の小規模事業所が実施する通所介護サービス

です。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介

護 

回数（回） 43.5  29.8  16.5  24.8  24.8  24.8  24.8  

人数（人） 2  1  1  1  1  1  1  

＊令和２年度は見込量 
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④認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護 

認知症の方が、介護予防を目的として認知症対応型共同生活介護（グループホーム）に通

い、入浴、排泄、食事等の介護その他日常生活上の世話を受けます。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介

護 

回数（回） 12.3  12.2  0  0  0  0  0  

人数（人） 1  1  0  0  0  0  0  

予

防 

回数（回） 0 0 0 0 0 0 0 

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0 

＊令和２年度は見込量 

 

⑤小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護 

小規模多機能型居宅介護とは、居宅要介護者（要支援者）について、その方の心身の状況、

その置かれている環境等に応じて、その方の選択に基づき、その方の居宅もしくは省令で定

めるサービス拠点に通わせ、または短期間宿泊させ、当該拠点において介護予防を目的とし

た、入浴、排泄、食事等の介護その他日常生活上の世話、機能訓練等を行うものです。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介
護 

人数（人） 15  16  22  22  22  22  22 

予
防 

人数（人） 7  8  4  5  5  5  5 

＊令和２年度は見込量 

 

⑥認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護 

徘徊等の認知症を持つ利用者が、少人数で共同生活を行いながら、精神的に安定した日常

生活を送ることを目的とした施設です。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介
護 

人数（人） 25  27  24  35  35  35  35 

予
防 

人数（人） 1  1  1  1  1  1  1 

＊令和２年度は見込量 
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⑦地域密着型特定施設入居者生活介護 

地域密着型特定施設入居者生活介護とは、有料老人ホーム等であり、その入居者が要介護

者、その配偶者等に限られる施設（介護専用型特定施設）で、かつその入居定員が 29 人以下

である施設に入居している要介護者に対し、入浴、排泄、食事等の介護その他日常生活上の

世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うものです。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介

護 
人数（人） 0 0 0 0 0 0 0 

＊令和２年度は見込量 

 

⑧地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護とは、入所定員が 29 人以下の特別養護老人

ホームであって、当該施設に入所する要介護者に対し、サービスの内容等を定めた計画に基

づき行われる入浴、排泄、食事等の介護その他日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び

療養上の世話を行うものです。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介

護 
人数（人） 20  20  20  20  20  20  21 

＊令和２年度は見込量 

 

⑨複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 

小規模多機能型居宅介護と訪問看護など、複数の居宅サービスや地域密着型サービスを組

み合わせて提供する複合型事業所を創設し、医療ニーズの高い要介護者に対応したサービス

で、平成 24 年度から創設された事業です。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介

護 
人数（人） 0 0 0 0 0 0 0 

＊令和２年度は見込量 
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５ 施設サービス 

（１）サービスの概要 

施設サービスとしては、以下の４つがあります。 

・介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 
・介護老人保健施設（老人保健施設） 
・介護医療院 
・介護療養型医療施設 

 

（２）見込量の考え方 

介護保険施設（特別養護老人ホーム・老人保健施設・介護療養型医療施設）及び居住系サ

ービス施設（認知症対応型共同生活介護・特定施設入所者生活介護）等の利用者については、

施設サービス利用者の実績に基づいて設定しています。 

 

（３）各サービスの実績と見込量 

①介護老人福祉施設 

介護が必要で、自宅での介護が困難な方に、食事・入浴・排泄等の介助、その他、機能訓

練や健康管理等を行う施設サービスです。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介

護 
人数（人） 47  44  40  40  40  40  42 

＊令和２年度は見込量 

 

②介護老人保健施設 

病状が安定し、看護や介護が必要な方が入所し、医療的な管理の下で介護や機能訓練、さ

らに日常生活をおくる上で必要な介助などを受ける施設サービスです。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介

護 
人数（人） 59  62  76  75  75  75  81 

＊令和２年度は見込量 
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③介護医療院 

今後、増加が見込まれる慢性期の医療・介護ニーズに対応するため、日常的な医学管理が

必要な重症介護者の受入れや看取り・ターミナル等の機能と、生活施設としての機能を兼ね

備え、「長期療養のための医療」と「日常生活上の世話（介護）」を一体的に提供する入所施

設です。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介

護 
人数（人） 8  22  26  26  26  26  30 

＊令和２年度は見込量 

 

④介護療養型医療施設 

急性期治療が終わり、長期療養が必要とされる方が入所し、医療的管理に沿い療養、看護

する施設サービスです。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介

護 
人数（人） 0  0  0  0  0  0   

＊令和２年度は見込量 

 

６ 居宅介護支援・介護予防支援 

利用者の意向や自立支援をもとにした介護支援専門員（ケアマネジャー）等によるケアプ

ランの作成やサービス提供事業者との連絡調整など居宅サービス利用にかかわる総合調整

を行うものです。 

本サービスは、要支援１～２の人に対しては地域包括支援センター、要介護１～５の人に

対しては居宅介護支援事業所でサービスの提供をしています。 

＜第８期の見込量＞ 

 
第７期計画実績 第８期計画見込量 見込量 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 

介

護 
人数（人） 148  142  150  142  152  155  143 

予

防 
人数（人） 88  85  79  82  83  83  82 

＊令和２年度は見込量 
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７ 介護保険料給付費等の推計 

（１）介護予防サービス総給付費の推計 

 

■介護予防給付費                           （単位：千円） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和 7 年度 

ⅰ．介護予防サービス 31,555  32,051  31,806  31,058  

 介護予防訪問介護     

介護予防訪問入浴介護 0  0  0  0 

介護予防訪問看護 2,829  2,830  2,830  2,830 

介護予防訪問リハビリテーション 2,461  2,463  2,463  2,463 

介護予防居宅療養管理指導 0  0  0  0 

介護予防通所介護     

介護予防通所リハビリテーション 22,425  22,918  22,673  22,192  

介護予防短期入所生活介護 99  99  99  99 

介護予防短期入所療養介護（老健） 0  0  0  0 

介護予防短期入所療養介護（病院等） 0  0  0  0 

介護予防短期入所療養介護（介護医療院） 0  0  0  0 

介護予防福祉用具貸与 1,993  1,993  1,993  1,993 

特定介護予防福祉用具購入費 528  528  528  261 

介護予防住宅改修 1,220 1,220  1,220  1,220 

介護予防特定施設入居者生活介護 0  0  0  0  

ⅱ．地域密着型介護予防サービス費 6,515  6,519  6,519  6,519  

 

介護予防認知症対応型通所介護 0  0  0  0  

介護予防小規模多機能型居宅介護 3,633  3,635  3,635  3,635  

介護予防認知症対応型共同生活介護 2,882  2,884  2,884  2,884  

ⅲ．介護予防支援 4,362  4,418  4,418  4,364  

合計 42,432  42,988  42,743  41,941  
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（２）介護サービス総給付費の推計 

■介護給付費                             （単位：千円） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和 7 年度 

ⅰ．居宅サービス 181,266  202,331  208,598  186,100  

 訪問介護 17,311  17,751  18,239  17,751  

訪問入浴介護 692  692  692  692  

訪問看護 10,989  12,004  12,004  10,995  

訪問リハビリテーション 2,351  2,352  2,352  2,352  

居宅療養管理指導 106  106  106  106  

通所介護 50,588  60,889  63,583  53,311  

通所リハビリテーション 76,020  81,090  83,797  77,904  

短期入所生活介護 8,211  11,237  11,237  8,215  

短期入所療養介護（老健） 2,148  2,149  2,149  2,149  

短期入所療養介護（病院等） 0  0  0  0  

短期入所療養介護（介護医療院） 0  0  0  0  

福祉用具貸与 10,496 11,707 12,085  10,652  

特定福祉用具購入費 1,067  1,067  1,067  686  

住宅改修費 1,287  1,287  1,287  1,287  

特定施設入居者生活介護 0  0  0  0  

ⅱ．地域密着型介護予防サービス費 203,630  203,742  203,742  206,813  

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0  0  0  0  

夜間対応型訪問介護 0  0  0  0  

地域密着型通所介護 1,957  1,958  1,958  1,958  

認知症対応型通所介護 0  0  0  0  

小規模多機能型居宅介護 38,529  38,550  38,550  38,550  

認知症対応型共同生活介護 103,233  103,290  103,290  103,290  

地域密着型特定施設入居者生活介護 0  0  0  0  

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 59,911  59,944  59,944  63,015  

看護小規模多機能型居宅介護 0  0  0  0  

ⅲ．施設サービス費 493,422  493,696  493,696  536,425  

 

介護老人福祉施設 129,410  129,482  129,482  136,520  

介護老人保健施設 261,568  261,713  261,713  283,040  

介護医療院 102,444  102,501  102,501  116,865  

介護療養型医療施設 0  0  0   

ⅳ．居宅介護支援 21,832  23,587  24,134  21,992  

合計 900,150  923,356  930,170  951,330  
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（２）標準給付費の推計 

単位：円  

 

第８期 
令和 

７年度 合計 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

標準給付費見込額 3,091,047,348  1,013,258,507  1,035,414,398  1,042,374,443  1,061,432,943  

 総給付費 2,881,839,000  942,582,000  966,344,000  972,913,000  993,271,000  

 
特定入所者介護サービ

ス費等給付額（財政影

響額調整後） 

119,152,666  41,260,001  38,835,431  39,057,234  38,321,849  

  
特定入所者介護サービ

ス費等給付額 
148,497,770  48,413,067  49,902,699  50,182,004  49,250,985  

  

特定入所者介護サービ

ス費等の見直しに伴う

財政影響額 

29,345,104  7,153,066  11,067,268  11,124,770  10,929,136  

 

高額介護サービス費等

給付額（財政影響額調

整後） 

78,641,260  25,695,189  26,399,157  26,546,914  26,054,392  

  
高額介護サービス費等

給付額 
79,330,763  25,863,321  26,659,115  26,808,327  26,310,955  

  

高額介護サービス費等

の見直しに伴う財政影

響額 

689,503  168,132  259,958  261,413  256,563  

 
高額医療合算介護サービ

ス費等給付額 
9,233,586 3,010,323 3,102,948 3,120,315 3,062,425 

 算定対象審査支払手数料 2,180,836 710,994 732,862 736,980 723,277 

  
審査支払手数料 

一件あたり単価 
  71  71  71  71  

  
審査支払手数料 

支払件数 
30,716  10,014  10,322  10,380  10,187  

 

（３）地域支援事業費の見込額 

単位：円  

 

第８期 
令和 

７年度 合計 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

地域支援事業費 183,522,739  61,838,262  61,202,015  60,482,462  62,573,631  

 介護予防・日常生活支援総合事業 83,378,328  28,435,979  27,815,342  27,127,007  25,945,133  

 
包括的支援事業（地域包括支援セン

ターの運営）及び任意事業費 
58,547,611  19,536,683  19,521,073  19,489,855  22,762,898  

 包括的支援事業（社会保障充実分） 41,596,800  13,865,600  13,865,600  13,865,600  13,865,600  
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８ 介護保険料の算出 

介護保険事業費及び第 1 号被保険者保険料は、計画期間（令和３年～５年度）における第

１号被保険者数及び要介護（支援）認定者数、介護保険サービス及び地域支援事業に係る費

用の見込み等をもとに算出します。 

 

（１）財源 

介護保険給付に係る財源の半分は公費で、半分は第 1 号被保険者と第 2 号被保険者の保険

料によりまかなわれています。このうち、第 1 号被保険者の負担割合は 23％と定められてお

り、介護保険料は所得などに応じて決めることになります。また、地域支援事業のうち、包

括的支援事業・任意事業の財源については、第１号被保険者の保険料と公費で構成されます。 

■法定給付費 

居宅給付費 施設給付費 

  

■地域支援事業費 

介護予防・日常生活支援総合事業費 包括的支援事業・任意事業費 

  

  

国

25.0%

県

12.5%

市町村

12.5%

第2号

被保険者

27.0%

第1号

被保険者

23.0%

国

20.0%

県

17.5%

市町村

12.5%

第2号

被保険者

27.0%

第1号

被保険者

23.0%

国

25.0%

県

12.5%

市町村

12.5%

第2号

被保険者

27.0%

第1号

被保険者

23.0%
国

38.5%

県

19.25%

市町村

19.25%

第1号

被保険者

23.0%
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（２）算出方法 

介護保険料は以下の流れで推計されます。また、保険料算定に必要な諸係数として、第２

号被保険者負担率（令和３年度～５年度は 27％）、基準所得金額、後期高齢者加入割合補正

係数及び所得段階別加入割合補正係数に係る数値を基に算定します。 

 

＜保険料推計の流れ＞ 

給付実績の整理（平成 30 年度～令和２年度見込み） 

 

人口及び要支援・要介護認定者数の推計 

 

施設・居住系サービスの見込量の推計 

 

在宅サービス等の見込量の推計 

 

推計した見込量について介護報酬係数等を調整 

 

調整後の見込量をもとに保険料を推計 
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（３）第１号被保険者の保険料 

①第１号被保険者の所得段階別負担割合 

 

所得段階 対象者 
第８期 
割 合 

第１段階 

・生活保護被保護者又は世帯全員が住民税非課税で、本人は老齢福
祉年金を受給している人 
・世帯全員が住民税非課税で、本人は前年の合計所得と課税年金収
入額の合計が、80 万円以下の人 

0.50 

第 2段階 
世帯全員が住民税非課税で、本人は前年の合計所得金額と課税年金
収入額の合計が、80 万円超～120 万円以下の人 

0.75 

第 3段階 
世帯全員が住民税非課税で、本人は前年の合計所得金額と課税年金
収入額の合計が、120 万円超の人 

0.75 

第 4段階 
世帯の誰かに住民税が課税されているが、本人は住民税非課税で、
前年の合計所得金額と課税年金収入額の合計が、80 万円以下の人 

0.90 

第 5段階 
世帯の誰かに住民税が課税されているが、本人は住民税非課税で、
上記以外の人 

1.00 

第 6段階 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が、120 万円未満の人 1.20 

第 7段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が、120 万円以上～210
万円未満の人 

1.30 

第 8段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が、210 万円以上～320
万円未満の人 

1.50 

第 9段階 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が、320 万円以上の人 1.70 

 

■所得段階別被保険者数の推計                        単位：人 

所得段階 
 

令和7年度 
合計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

第１段階 1,659  555  554  550  541  

第２段階 1,062  356  354  352  346  

第３段階 866  290  289  287  283  

第４段階 1,194  400  398  396  389  

第５段階 1,355  454  452  449  442  

第６段階 1,289  432  430  427  420  

第７段階 710  238  237  235  232  

第８段階 280  93  94  93  91  

第９段階 293  98  98  97  96  

合計 8,708  2,916  2,906  2,886  2,840  
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② 第１号被保険者の保険料 

本町の第１号被保険者の介護保険料基準額の算定に伴い、所得段階別の月額・年額の介護

保険料を次のように設定しました。 

 

■介護保険料の算定                               単位：円 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計 

標準給付費見込額（Ａ） 1,013,258,507  1,035,414,398  1,042,374,443  3,091,047,348  

地域支援事業費（Ｂ） 61,838,262  61,202,015  60,482,462  183,522,739  

第 1 号被保険者負担分相当額 

（（Ａ+Ｂ）×23.0％＝Ｃ） 
247,272,257  252,221,775  253,657,088  753,151,120  

調整交付金相当額（Ａ×5.0%＝Ｄ） 52,084,724  53,161,487  53,475,073  158,721,284  

調整交付金見込交付割合 10.15% 9.83% 9.58%  

調整交付金見込額（Ｅ） 105,732,000  104,515,000  102,458,000  312,705,000  

介護給付費準備基金取崩額（Ｆ）  42,100,000 

保険料収納必要額（Ｃ＋Ｄ－Ｅ－Ｆ＝Ｇ）  557,067,404 

所得段階別加入割合補正後被保険者数（Ｈ） 2,710 2,701 2,682 8,093 

予定保険料収納率（Ｉ） 98.90%  

保険料の基準額【（Ｇ÷Ｉ）÷Ｈ÷12 ヶ月】 月額基準額 5,800 

※端数処理の関係により計の数字が合わないものがあります。 
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③ 第 1号被保険者の所得段階別保険料 

本町の第１号被保険者の介護保険料基準額の算定に伴い、所得段階別の月額・年額の保険

料を次のように設定しました。 

 

所得段階 対象者 保険料率 月額保険料 年額保険料 

第１段階 

○生活保護被保護者又は世帯全員が住民税非課税で、本人

は老齢福祉年金を受給している人 

○世帯全員が住民税非課税で、本人は前年の合計所得と課

税年金収入額の合計が、80万円以下の人 

0.50 2,900円 34,800円 

第２段階 
世帯全員が住民税非課税で、本人は前年の合計所得金額と

課税年金収入額の合計が、80万円超～120万円以下の人 
0.75 4,350円 52,200円 

第３段階 
世帯全員が住民税非課税で、本人は前年の合計所得金額と

課税年金収入額の合計が、120万円超の人 
0.75 4,350円 52,200円 

第４段階 

世帯の誰かに住民税が課税されているが、本人は住民

税非課税で、前年の合計所得金額と課税年金収入額の

合計が、80 万円以下の人 

0.90 5,220円 62,640円 

第５段階 

(基準額) 

世帯の誰かに住民税が課税されているが、本人は住民

税非課税で、上記以外の人 
1.00 5,800円 69,600円 

第６段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が、120 万

円未満の人 
1.20 6,960円 83,520円 

第７段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が、120 万

円以上～210 万円未満の人 
1.30 7,540円 90,480円 

第８段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が、210 万

円以上～320 万円未満の人 
1.50 8,700円 104,400円 

第９段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が、320 万

円以上の人 
1.70 9,860円 118,320円 
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（４）令和７年（２０２５年）のサービス水準等の推計 

本計画では、いわゆる「団塊の世代」が 75 歳となる令和 7 年（2025 年）までの中長期的

な視野に立ち、サービス・給付・保険料の水準を踏まえた施策の展開を図ることとしており、

現時点におけるサービスの種類、介護報酬及び各サービスの利用率が今のまま継続するとい

う仮定のもとで、令和 7 年（2025 年）のサービスの水準を見込みました。 

 

■第１号被保険者負担分相当額等の見込み 

（単位：円） 

区分 合計 

標準給付費見込額（Ａ） 1,061,432,943 

地域支援事業費（Ｂ） 62,573,631 

第 1 号被保険者負担分相当額（（Ａ+Ｂ）×23.0％＝Ｃ） 263,017,538 

調整交付金相当額（Ａ×5.0%＝Ｄ） 54,368,904 

調整交付金見込額（Ｅ） 100,256,000 

財政安定化基金償還金（Ｆ） 0 

審査支払手数料差引額（Ｇ） 0 

介護給付費準備基金残高 0 

介護給付費準備基金取崩額（Ｈ） 0 

保険料収納必要額（Ｃ＋Ｄ－Ｅ＋Ｆ＋Ｇ－Ｈ＝Ｉ） 217,130,442 

 

令和7年度（2025年度）の基準額（月額） 6,931円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



96 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６章 計画の推進と進行管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



97 

第６章 計画の推進と進行管理 

 

１ 計画の推進と進行管理 

計画の実現のためには、計画に即した事業がスムーズに実施されるように管理するととも

に、年度ごとに計画の進捗状況及び成果を点検・評価し、本町における介護保険事業運営上

の諸問題等の協議・解決策の検討を行い、本計画の実効性と介護保険事業の健全運営の維持

を目指します。また、今後国が設定する評価指標項目については毎年度の実績を把握して評

価を行います。 

 

２ 関係機関との連携 

（１）町内の連携 

本計画に係る事業は、保健事業、介護保険サービス、介護予防、高齢者福祉サービス等の

保健福祉関連分野だけでなく、まちづくりや生涯学習等多岐にわたる施策が関連します。 

このため、関係各課が連携し、一体となって取組を進めることで、計画の円滑な推進を図

ります。 

 

（２）地域住民、関連団体、事業者等との連携 

地域住民の多様な活動への参加を支援するとともに、高齢者を支援する各種ボランティア

団体の育成に努め、地域住民と連携し、地域に密着した質の高い活動を展開できる環境づく

りに取り組みます。 

また、地域福祉の推進を図ることを目的として設立された社会福祉協議会や医師会、歯科

医師会、薬剤師会、民生委員・児童委員、老人クラブ等の保健・医療・福祉・介護等に関わ

る各種団体等との連携を一層強化します。 

さらに、介護サービスや町が委託するその他の高齢者福祉サービスの提供者として、重要

な役割を担っている民間事業者との連携を図るとともに、サービスの質の向上や効率的なサ

ービス提供、利用者のニーズ把握、苦情対応、情報提供等について、適切な対応が図られる

よう体制の整備に努めます。 

 

３ 重点的取組と目標の設定について 

介護保険法第 117 条に基づき、市町村は「被保険者の自立支援、介護予防又は重度化防

止」及び「介護給付費の適正化」に関して本計画期間中に取り組むべき事項及びその目標値

を定めることとされています。 

本町では高齢者人口に大きな変化はありませんが、支える世代は減少していくこと、要介

護認定者に認知症を有する人の割合が増加しているという現状を踏まえ、以下の取り組みを

本計画期間中の重点的取り組みとして目標を定め、介護保険法に基づく実績評価を毎年度行

い、PDCA サイクルによる取り組みを進めます。 
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（１）被保険者の自立支援、介護予防又は重度化防止に関する事項 

取組１：健康づくり・介護予防 

目標：週１回以上集まり認知症予防やフレイル予防を中心に取り組む住民主体の通いの

場づくりを支援する。掲載頁 P50 

取組２：認知症サポーターの養成 

目標：地域の集まりや小学校の授業等を通じて、地域で見守る体制づくりを推進するた

め毎年１００名の認知症サポーターを養成する。掲載頁 P55 

 

（２）介護給付費の適正化 

取組：介護給付適正化に係る各取組 

目標：住宅改修の施工前点検、医療情報との突合・縦覧点検については、全件点検を継

続し、介護給付費通知についても年４回行います。ケアプラン点検は居宅サービス利用

者の 10％以上を点検することを目標とします。掲載頁 P64 
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資料編 

 

１ 用語解説 

あ 行  

・嚥下 

口の中で食べ物を飲み込みやすいかたちにし、食道から胃へ送り込むことをいう。また、

嚥下障害とは、口の中のものを上手く飲み込めなくなる状態のこと。 

 

か 行  

・介護医療院 

令和５年度末に経過措置が終了し、廃止期限を迎える介護療養病床（介護療養型医療施設）

と医療療養病床の移行先となる「新たな施設類型」の名称。長期療養が必要な要介護者に医

療・介護を一体的に提供するため、「日常的な医学管理」「看取り・ターミナル」等の機能と、

「生活施設」としての機能を兼ね備えた施設となることが期待されている。 

 

・介護給付 

要介護認定を受けた被保険者に対する保険給付。原則、支給限度基準額の９割が保険給付

され、残りの１割が利用者の自己負担となる。（所得によって自己負担割合は異なる。） 

 

・介護支援専門員（ケアマネジャー） 

介護の知識を幅広く持った専門家で、要介護者からの依頼によるケアプランの作成や継続

的な管理、評価、サービス事業者との連絡調整を行う。 

 

・介護報酬 

介護サービス提供事業者や介護保険施設に支払われる報酬。医療保険における診療報酬に

当たる。 
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・介護予防 

介護が必要になることをできるだけ遅らせ、介護されるようになってからは、その状態を

維持、改善して悪化させないようにすること。また、それを目的とした介護予防サービスや

介護予防事業等の取組。 

 

・介護予防・日常生活支援総合事業 

 

介護保険制度において、市町村が各地域の状況に応じて取り組むことができる地域支援事

業の１つ。通称、総合事業。 

 

・協働 

同じ目的のために、協力して働くこと。 

 

・居宅サービス 

自宅に居ながら利用できる介護サービスを指す。施設に入っている場合であっても、そこ

が居宅とみなされる場合は、その施設でのサービスは居宅サービスに含まれる。 

 

・ケアプラン（介護サービス計画） 

要介護者･要支援者が介護サービスを適切に利用できるよう、心身の状況、生活環境、本人

及び家族の希望を勘案し、利用するサービスの種類・内容等を定める計画。 

 

・ケアマネジメント 

要介護者等のサービス利用者の問題やニーズを明確にし、保健・医療・福祉サービスを受

けられるように適切な助言・援助を行うこと。①アセスメント（課題分析）、②ケアプラン作

成、③サービスの調整や実施、④継続的な管理の各過程からなる。 

 

・権利擁護 

自己の権利や援助のニーズを表明することの困難な障がい者等に代わって、援助者が代理

としてその権利やニーズ獲得を行うこと。 
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・高額介護サービス費 

所得に応じて一定額を超えた分の自己負担があった場合に、その超えた分を申請すること

により高額介護サービス費として払い戻される制度。 

 

・高齢化率 

65 歳以上の高齢者人口が総人口に占める割合。 

 

・高齢者 

一般に 65 歳以上の者を指す。65～75 歳を前期高齢者、75 歳以上を後期高齢者という。 

 

・高齢者虐待 

高齢者を対象とする虐待。高齢者の権利利益の擁護に資することを目的に、「高齢者の虐待

の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（高齢者虐待防止法）が平成 17 年 11

月に成立している。法律では、養護者による高齢者虐待に該当する行為として、身体的虐待、

心理的虐待、性的虐待、経済的虐待の４種類を定義している。 

 

 

さ 行  

・作業療法士（occupational therapist：OT） 

厚生労働大臣の免許を受けて、医師の指示の下に、作業療法を行う者。作業療法とは心身

に障がいのある人又はそのおそれのある人に対して、主としてその応用動作能力又は社会的

適応能力の回復を図るため、手芸や工作その他の作業を行わせることをいう。 

 

・社会福祉士 

社会福祉の専門職で、高齢者、身体障がい者、知的障がい者の福祉に関する相談に応じ、

助言、指導、そのほかの援助を行う者。 

 

・シルバー人材センター 

定年退職者等の高年齢者に、「臨時的かつ短期的又はその他の軽易な就業（その他の軽易な
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就業とは特別な知識、技能を必要とする就業）」を提供するとともに、ボランティア活動をは

じめとする様々な社会参加を通じて、高年齢者の健康で生きがいのある生活の実現と、地域

社会の福祉の向上と活性化への貢献を目的とする組織。 

 

・生活支援コーディネーター 

地域における一体的な生活支援等サービスの提供体制の整備を推進する機能を有する者。 

 

・成年後見制度 

認知症高齢者や知的障がい者、精神障がい者等、判断能力が不十分な人の自己決定の尊重

と本人の保護の調和を図り、権利を守る制度。「法定後見制度」は、家庭裁判所で選任した成

年後見人等がこれらの人の意思を尊重し、その人らしい生活のために、その人にかわって財

産管理や身上監護等を行う。その他、判断能力が不十分になった場合に備えて、財産管理や

身上監護等を自分の信頼する人に希望どおりに行ってもらえるようあらかじめ契約してお

くことができる「任意後見制度」がある。 

 

た 行  

・第１号保険料 

介護保険制度において、市町村が第１号被保険者（65 歳以上の者）から徴収する保険料。

その被保険者が属する保険者（市町村）の給付の財源に直接充当される。保険料の額は、各

市町村が定める。保険料の徴収は、年金からの天引き（特別徴収）または市町村による普通

徴収で行われる。 

 

・第２号保険料 

介護保険の第２号被保険者（40 歳以上 65 歳未満）の保険料。医療保険料と一体的に徴収

される。 

 

・団塊の世代 

日本において、第一次ベビーブームが起きた時期に生まれた世代、または第二次世界大戦

直後に生まれた文化的思想的に共通している世代。第一次ベビーブーム世代とも呼ばれる。

人口論による厳密な定義としては、250 万人以上の出生数であった３年間にわたる第一次ベ

ビーブームに出生した 1947 年から 1949 年までの世代を指し、３年間の出生数の合計は約
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806 万人にのぼる。 

また、年間の出生数が 200 万人を超えた第２次ベビーブームの 1971～74 年生まれは団塊

ジュニア世代と呼ばれる。 

 

・地域共生社会 

制度・分野ごとの“縦割り”や“支え手・受け手”という関係を超えて、地域住民や地域の多

様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つ

ながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会。 

 

・地域ケア会議 

個別の事例を多職種協働によって検討することで、地域に必要な取組を明らかにし、地域

包括ケアシステムを推進することを目的として実施する会議。 

 

・地域支援事業 

介護保険制度において、被保険者が要介護状態及び要支援状態となることを予防するとと

もに、要介護状態となった場合においても、可能な限り、地域において自立した日常生活を

営むことができるよう支援するため、市町村が行う事業。 

 

・地域包括ケアシステム 

団塊世代が 75 歳以上となる 2025 年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地

域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・予

防・生活支援が一体的に提供される体制を指す。保険者である市町村や都道府県が、地域の

自主性や主体性に基づき、地域の特性に応じて作り上げていくことが必要となる。 

 

・地域包括ケア「見える化」システム 

都道府県・市町村における介護保険事業（支援）計画等の策定・実行を総合的に支援する

ための情報システム。介護保険に関連する情報等が一元管理され、グラフ等を用いて提供さ

れている。 

 

・地域包括支援センター 

地域支援の総合相談、介護予防マネジメント、高齢者虐待への対応等、包括的・継続的マ
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ネジメントを担う拠点として市町村が主体となり創設するもの。 

 

・地域密着型サービス 

要支援・要介護者の住み慣れた地域での生活を支えるため、市町村をさらに細かく分けた

日常生活圏域の単位で整備されるサービス。サービス基盤の整備状況に応じて市町村が事業

所の指定及び指導・監督を行う。 

 

・デイサービス 

介護保険によるサービスの一種で、要介護（要支援）者が老人デイサービスセンター等に

通い、入浴や食事等の介護をしてもらい、生活上の相談・助言、健康状態確認等の日常生活

の世話や機能訓練を受けられるもの。自宅から通いながら、入浴・食事・各種介護・機能訓

練(予防介護)・レクリエーション等のサービスが受けられる。 

 

・調整交付金 

介護保険財政において、第１号被保険者のうち 75 歳以上である者の割合（後期高齢者加

入割合）及び所得段階別被保険者割合の全国平均との格差により生じる保険料基準額の格差

調整のために国から交付されるもの。 

 

な 行  

・日常生活圏域 

市町村が、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、介護給付等対象サービスを

提供するための施設の整備状況その他の条件を総合的に勘案して設定する圏域。国の例示で

は、中学校区単位等が示されている。 

 

・認知症 

脳や身体の疾患を原因として記憶・判断力等の障がいが起こり、普通の社会生活が営めな

くなった状態。脳の神経細胞が通常の老化による減少より早く神経細胞が消失してしまうこ

とで、脳の働きの１つである認知機能が急激に低下するために起こる病気。 
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・認知症カフェ 

認知症の人と家族、地域住民、専門職等、誰もが参加でき、集う場。カフェのようにリラ

ックスした場所で、お茶を飲みながら認知症について気軽に意見交換ができる、イギリス・

アメリカのメモリーズ・カフェやアルツハイマー・カフェ等をヒントに生まれた。 

 

・認知症ケアパス 

認知症の人とその家族が地域の中で本来の生活を営むため、必要な支援や医療と福祉の連

携を一目でわかるように概略を示したもの。 

 

・認知症サポーター 

都道府県等が実施主体となる「認知症サポーター養成講座」の受講者で、友人や家族への

認知症に関する正しい知識の伝達や、認知症になった人の手助け等を本人の可能な範囲で行

うボランティア。 

 

・認知症初期集中支援チーム 

家族等の訴えにより、医療・介護の専門職が複数で認知症が疑われる人や認知症の人及び

その家族を訪問し、初期の支援を包括的・集中的（概ね６か月）に行い、自立した生活のサ

ポートを行うチーム。 

 

は 行   

・バリアフリー 

障がいのある人が社会生活をしていく上で、障壁（バリア）となるものを除去するという

意味で、段差などの物理的な障壁の除去をいうことが一般的であるが、障がいのある人の社

会参加を困難にしている、社会的、制度的、心理的なすべての障壁の除去という意味でも用

いられる。（心のバリアフリーなど） 

 

・ＰＤＣＡ（ピーディーシーエイ）サイクル 

Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Action（改善）という一連の流れを指し、繰り

返し行うことで事業や施策の進捗管理と改善を円滑に行うことを意味する。 
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・福祉用具 

心身の機能が低下し日常生活を営むのに支障がある老人又は心身障がい者の日常生活上

の便宜を図るための用具及びこれらの者の機能訓練のための用具並びに補装具。 

 

・フレイル 

加齢とともに心身の活力（運動機能や認知機能等）が低下し、複数の慢性疾患の併存など

の影響もあり、生活機能が障害され、心身の脆弱性が出現した状態であるが、一方で適切な

介入・支援により、生活機能の維持向上が可能な状態像。健康な状態と日常生活でサポート

が必要な介護状態の中間を意味する。 

 

・保険者 

保険事業や年金制度を運用する主体を指し、介護保険の保険者は、地域住民に最も身近な

行政主体である市区町村と規定されている。 

 

・ホームヘルパー 

在宅の高齢者や障がい者宅を訪問し、介護サービスや家事援助サービスを提供するホーム

ヘルプ事業の第一線の職種。 

 

・ボランティア 

自発的な意志に基づき、他人や社会に貢献する行為。 

※ボランティアとＮＰＯの違い 

ボランティアは「個人の自発性」に着目しており、個人が働いたことの対価として報酬を

もらわない「無報酬性」が特徴。一方、ＮＰＯは、「団体の社会的な役割」に着目しており、

利益は得るが、必要経費以上の利益を個人に配分せず活動に利用する「非営利性」が特徴。 

 

ま 行  

・民生委員 

民生委員法に基づき、各市区町村の区域に置かれる民間奉仕者。都道府県知事の推薦によ

り厚生労働大臣が委嘱し、任期は３年とされている。職務は、①住民の生活状態を適切に把

握すること、②援助を必要とする者が地域で自立した日常生活を営むことができるよう相
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談・助言・その他の援助を行うこと、③援助を必要とする者が福祉サービスを適切に利用す

るための情報提供等の援助を行うこと、④社会福祉事業者等と密接に連携し、その事業また

は活動を支援すること、⑤福祉事務所その他の関係行政機関の業務に協力すること、が規定

されている。 

 

や 行  

・要支援・要介護認定 

介護保険のサービス利用を希望する方が介護保険の対象となるか、またどのくらい介護を

必要としている状態であるか（要介護度）を判定するもの。認定区分は、介護を必要とする

「要介護」の場合の５段階と、日常生活に介助が必要な「要支援」の２段階の計７段階とな

っている。 

 

・予防給付 

介護保険における要支援認定を受けた被保険者に対する保険給付であり、要介護状態にな

らないよう予防することを目的とする。 

 

ら 行  

・理学療法士（physical therapist：PT） 

厚生労働大臣の免許を受けて、医師の指示の下に、理学療法を行う者。理学療法とは身体

に障がいのある人に対して、主としてその基本動作能力の回復を図るため、治療体操その他

の運動を行わせ、また、マッサージ、温熱その他の物理的手段を加えることをいう。 

 

・リハビリテーション 

心身に障がいをもつ人の、その障がいを可能な限り回復治癒させ、残された能力を最大限

に高め、身体的・精神的・社会的にできる限り自立した生活が送れるように援助すること。 

 

・老人クラブ 

おおむね 60 歳以上の高齢者が、身近な地域を基盤として、自主的に参加・運営する組織。

親睦・健康づくり・地域貢献等の老人福祉の増進を目的とした活動を行う。 


